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Ⅰ 生研支援センター研究開発構想について 

生物系特定産業技術研究支援センター（生研支援センター）は、農林水産・食品

分野における「Society5.0」の早期実現を通じ、この分野で我が国が直面する諸課

題を克服するため、農林水産・食品分野における研究開発の支援を専門とする唯一

の資金配分機関（ファンディング・エージェンシー）であり、①民間企業、大学、

国立研究開発法人などから、幅広く研究課題の提案を募集し、②採択した課題に委

託研究費を供給しつつ、社会実装を見据えて研究管理を行うとともに、③その研究

成果の情報発信や事業化支援などを通じて、社会実装を推進する、業務を担ってい

る。 

こうした資金配分機関としての機能を強化し、農林水産・食品分野の研究開発と

その成果の社会実装を一層推進するため、生研支援センターでは令和３年度から、

今後の研究開発の方向を提案する「研究開発構想」の策定に取り組んでいる。 

研究開発構想では、毎年度、農林水産・食品分野において解決すべき重要課題を

テーマとして設定し、これに関する国内外の研究開発の動向等の情報を収集・分析

した上で、今後必要と考えられる研究開発の方向性を取りまとめている。その内容

は、研究開発やその推進に取り組む関係機関・企業等にも広く周知すべく、ホーム

ページやシンポジウムなどによって公表している。 

これまで、令和３年度には「食品企業における研究開発動向と取り組むべき研究

開発」、４年度には「我が国の水産業におけるリスク強靭性の強化」、５年度には

「スマート農機の中山間地域への展開」、６年度には「農林水産分野のカーボンニ

ュートラルに向けたネガティブエミッション技術の研究開発」をテーマとした研究

開発構想をとりまとめた。令和７年度に取りまとめる本報告書が、５本目の研究開

発構想となる。 

 

 

Ⅱ テーマの背景と目的 

近年の国際情勢や地球温暖化の進行等に伴い、食料の安定供給及び気候変動対応

の取組みがより一層求められている。 

世界の食料需要量が 2050 年には 2010 年比 1.7 倍と見通される１）一方で、我が

国では穀物、油脂類の大部分を輸入に依存しており、穀物等を完全自給するために

は現在の２倍以上の農地が必要とされる２）など、今後も輸入に頼らざるを得ない

状況である。さらに、人口増加や食生活の変化に伴い、畜産物を中心としたタンパ

ク質需要が急増することで、世界的に供給が追いつかないタンパク質不足が懸念さ
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れている。このような状況を踏まえ、我が国では、みどりの食料システム戦略（令

和３年５月）、改正食料・農業・農村基本法（令和６年６月）においても、環境と

調和のとれた食料システムの確立を推進することを明確化した。気候変動に対応し

つつ、将来にわたって食料を安定的に供給していくためには、持続可能かつ高い生

産性を持つ農林水産業の実現、及び農林水産業とは異なる食料生産へのアプローチ

を追求していくことが求められる３）。 

その手法として、今回、微生物の活用に注目した。わが国は、伝統的に味噌、醤

油、納豆などの発酵食品生産に微生物を活用しており、我が国の各地やアジア地域

も含めて微生物資源が豊富である４）。また、それらを用いた生産技術は、常温常圧

の穏やかな条件下で反応が進むことから、環境に優しい、気候変動に対応した、将

来にわたる安定的な食料供給技術として重要である。例えば、微生物は、発酵・ガ

ス発酵によって土地・水・気候の制約を受けにくいタンパク質源を短期に量産し、

タンパク質供給の量・質・持続可能性を同時に高め、既存の農畜水産依存を分散・

補完する役割が期待されている。 

微生物の活用を巡っては、内閣府の令和元年の「バイオ戦略」、令和６年の「バ

イオエコノミー戦略」において、遺伝子改変技術を活用して微生物等によって有用

化合物・タンパク質等の物質を生産する「バイオものづくり」等の市場拡大に向け

た取組を推進している。また、米国、中国、欧州、シンガポール、韓国等海外にお

いては、バイオものづくり市場の拡大を見据えた投資など産業政策の競争が活発化

している５）。 

以上の状況を踏まえ、令和７年度研究開発構想では、「農林水産・食料分野にお

ける微生物活用技術の研究開発」をテーマとした。食料安定供給の確保に向けた微

生物の活用のアプローチとして、（１）微生物を活用した農林水産業の生産性向上

に資する技術開発、（２）微生物を活用した食料生産技術開発（健康に資する食品

を含む）、（３）微生物を産業として活用することに資する研究開発、をターゲット

とし、国内外における研究開発の動向を調査分析し、その結果を踏まえ、さらなる

技術開発や社会実装に向けた課題を特定しつつ、今後の研究開発の方向性を提案す

る。 

 

 

参考文献 
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会誌 21(2)：137-138，2022 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/bimi/21/2/21_137/_pdf/-char/en 

5. 「バイオ政策の進展と今後の課題について」（令和５年５月 経済産業省）

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shomu_ryutsu/bio/pdf/016_04_00.pdf  

 

 

Ⅲ 対象技術等 

本報告書で取り扱う技術の分類に当たっては、まず、農林水産・食料分野におけ

る微生物*の用途の観点から、①一次産業活動における生産資材等としての活用技術

と、②食料生産における活用技術に分類し、さらに①では農業分野の技術と畜水産

分野の技術に、②では伝統発酵**の延長線上にある技術とそれ以外の技術に、それ

ぞれ分類した。 

また、微生物活用技術は、ラボレベル → パイロットレベル → 実機レベルにス

ケールアップするプロセスにおいて大きな課題があると思われることから、①・②

とは切り口を変えて、微生物を産業化するために必要な研究開発を独立して論じる

こととした。 

以上を踏まえ、本報告書の対象技術の具体的な分類は次の通りとする。 

 

１．微生物を活用した農林水産業の生産性向上に資する技術開発 
（１）肥料・農薬・バイオスティミュラント・人工土壌の生産技術開発 

・窒素固定、病害対策、化学肥料・農薬削減に資する微生物の活用等 

（２）飼料・餌料等（添加物含む）の生産技術開発 

・微生物・微生物由来物質の機能活用、温室効果ガス（Green House Gas;

ＧＨＧ）資化等の新規微生物活用、未利用バイオマス活用、養殖システ

ムにおける微生物活用、その他発酵技術の活用 等 

 

２．微生物 を活用した食料生産技術開発（健康に資する食品を含む） 

（１）伝統発酵による高付加価値食料生産技術開発 

・味噌、醤油、日本酒、納豆、漬物、パン、ヨーグルト、チーズなどの伝

統発酵に関する生産技術及び改良された生産技術（麹菌、酵母、納豆

菌、乳酸菌等の微生物の活用） 等 

（２）微生物による食料生産技術開発（伝統発酵以外） 

https://www.affrc.maff.go.jp/docs/innovate/attach/pdf/index-19.pdf
https://www.jstage.jst.go.jp/article/bimi/21/2/21_137/_pdf/-char/en
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shomu_ryutsu/bio/pdf/016_04_00.pdf
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・精密発酵、バイオマス発酵、単細胞タンパク質（ＳＣＰ）生産、微細藻

類利用等の伝統発酵以外の技術 等 

 

３．微生物を産業として活用することに資する研究開発 

・探索・育種、デジタルツイン・ＡＩ最適化、ＡＩスケールアップ制御等 

 

* 微生物：本報告書が対象とする微生物は、原核生物（細菌、古細菌）、真核生物の

うち菌類（真菌）、偽菌類及び微細藻類とした。なお、原生生物や大型藻類、ウイ

ルスなどは対象外とした。 

**伝統発酵：微生物を用いて独特の風味や栄養、食感を有する食品を生産する方法 

 

 

Ⅳ 調査方法 

１．日本及び海外の研究開発動向調査 

農林水産・食料分野における微生物活用技術に関連する国内外の論文・研究発

表・情報誌、特許、スタートアップや企業の動向を、外部への委託を含め調査

し、研究者や専門家から研究開発や社会実装の動向・課題及び解決に向けたヒア

リングを推進。 

 

２．アドバイザリー委員会 

有識者からなるアドバイザリー委員会を開催し、 

・研究開発構想の調査対象や方法等調査全般に関すること 

・研究開発構想の調査結果の分析に関すること 

等についてご意見をいただくとともに、報告書の原案にご助言をいただいた。 

また、１．の調査結果やこれらのご意見を踏まえて作成した報告書の原案につ

いて、ご助言をいただいた。 

アドバイザリー委員会の開催実績は次のとおり。またアドバイザリー委員は 

表Ⅳ－２‐１のとおりである。 

・第１回：令和７年 10 月 29 日（水）13:00～16:00 オンライン開催 

・第２回：令和８年２月 16 日（月）13:00～16:00 オンライン開催 
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表Ⅳ－２－１ アドバイザリー委員会委員一覧（五十音順、敬称略） 

氏名 所属・役職 

大西
おおにし

 康夫
や す お

 
国立大学法人東京大学 大学院農学生命科学研究科  

応用生命工学専攻発酵学研究室 教授 

北澤
きたざわ

 春樹
は る き

 国立大学法人東北大学 大学院農学研究科 教授 

澤野
さ わ の

 健史
た け し

 

（株）三井物産戦略研究所 技術・イノベーション情報部 

コンシューマーイノベーション室 

シニアプロジェクトマネージャー 

清水
し み ず

 浩
ひろし

 
国立大学法人大阪大学 大学院情報科学研究科 

バイオ情報工学専攻代謝情報工学講座 教授 

鈴木
す ず き

 健
け ん

吾
ご

 （株）ユーグレナ 共同創業者 エグゼクティブフェロー 

高木
た か ぎ

 博史
ひ ろ し

 

国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学 名誉教授 

研究・イノベーション推進機構 研究推進部門長 

発酵科学研究室 特任教授 

西原
にしはら

 宏史
ひろふみ

 国立大学法人茨城大学 学術研究院応用生物学野 教授 

能
の う

年
と し

 義
よ し

輝
て る

 
国立大学法人岡山大学 学術研究院環境生命自然科学学域  

教授 

 

 

Ⅴ 微生物活用技術全体を巡る動向 

１．主要国の政策と主な研究開発プロジェクト 
（１）政策 

各国がバイオ政策を展開しており、微生物や発酵に関する技術はその中の一つ

に含まれる場合が多い。 

米国では、2025 年に国家バイオテクノロジーイニシアチブ法案が議会に提出さ

れた一方でトランプ大統領によりバイデン政権が制定したバイオものづくりに

関する大統領令等が撤回された。 

ＥＵは従来規制が厳格であったが、そのスタンスの軟化が進み、バイオエコノ

ミーとフードシステムの転換を柱に、官民連携による発酵・微生物関連イノベー

ションを後押しする政策が出されている。 

中国は 2021‐25 年の間でバイオ製造産業が力強い成長を遂げた。同期間におけ

る同産業の総規模は 1 兆 1000 億元（約 24 兆 4000 億円）に達し、バイオ発酵製
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品の生産量は世界全体の 70%超を占めた。 

 

表Ⅴ－１－１ 主要国のバイオ政策 

 

 

 

（２）主な研究開発プロジェクト 

主要国バイオ分野のプロジェクトを採り上げ、本調査で設定した微生物を用い

た５領域が対象とされているかを整理した（表Ⅴ－１－２参照）。 

 

表Ⅴ－１－２ ５領域 

微生物を活用した農林水産業

の生産向上に資する技術開発 

①  肥料・農薬・バイオスティミュラント・人工土壌 

②  飼料・餌料（畜産・水産） 

微生物を活用した食料生産技

術開発 

③  発酵食品 

④  発酵食品以外 

微生物を産業として活用する

ことに資する研究開発 

⑤  微生物の産業活用 

 

予算規模は、国やプロジェクトの大きさにより異なり、数十億円～数千億円と

幅広い。 

ＥＵは①～⑤、米国・中国・韓国・シンガポールは①②④⑤、日本は①④⑤が

該当する。 
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表Ⅴ－１－３ 主要国のバイオ分野における大型研究開発プロジェクト 
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（注）予算規模の日本円への換算は、三菱ＵＦＪ銀行 2026 年 3 月 18 日の為替相場

TTB を用いて行った。 

 

 

 

２．論文・特許の動向 

（１）論文 

（１－１）調査のアプローチ 

論文データベースとして Lens.org を利用し、本研究領域に該当する論文数を調

査した。調査対象及び調査プロセスの概要は、表Ⅴ－２－１－１及び表Ⅴ－２－

１－２の通り。 
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表Ⅴ－２－１－１ 調査対象概要 

データベース名 Lens.org 

対象期間 2015 年 1 月～2025 年９月 

対象文献 Journal Article 

対象技術開発 

領域 

①  肥料・農薬・バイオスティミュラント・人工土壌 

②  畜産飼料等・水産飼料等 

③  発酵食品 

④  発酵食品以外 

⑤  微生物の産業活用 

 

表Ⅴ－２－１－２ 調査プロセス概要 

１．検索クエリ

設計 
対象研究領域に対して、25 の検索クエリを策定。 

２．初期データ

セット作成 

Lens.org に検索クエリを入力し、初期的なデータセットを

作成。 

３．ＡＩによる

整合性判断 

対象研究領域毎の定義及び初期データセット等をＡＩに入

力し、対象研究領域毎に整合性・妥当性をＡＩが判断。 

４．データセッ

ト最終化 

ＡＩの判断を、人間がサンプルチェックし、対象研究領域

毎に含むべき論文を最終化し、データセットを作成。 

５-１．国別年

次別の定量分析 

最終化されたデータセットの書誌情報（出版年、著者所属

機関の国名）を用いて、国別・年次別の論文数を分析。 

５-２．被引用

数 Top10%の定量

分析 

最終化されたデータセットから、年毎の被引用数Ｔｏｐ10%

の論文（整数カウント法, 境界同率は全件含む）を抽出。

その被引用数Ｔｏｐ10%の論文データセットにおいて、国別

の論文数を分析。 

５-３．キーワ

ード定量分析 

最終化されたデータセットの書誌情報（キーワードタグ）

を用いて、国別（中国とそれ以外）・年次別・キーワード別

の論文数を分析 

 

（１－２）研究領域全体の国別論文数の動向 

対象研究領域の全領域合計かつ対象期間累計では、論文数の１位が中国、２位

が米国であった。なお、本調査の対象研究領域以外も含めた全ての研究領域にお

いては、論文数の１位が米国、２位が中国である。３位以降は本調査の特徴が表

れており、インドやブラジル、インドネシアといった農畜水産業国が５位以内に

入っている。 
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表Ⅴ－２－１－３ 論文数（上位 10 か国と日本） 

対象研究領域の 

全領域・対象期間累計の論文数 

 比較参照）対象研究領域以外も含

む全領域・対象期間累計の論文数 

1.中国 20,883  1.米国 6,941,055 

2.米国 11,607  2.中国 5,530,807 

3.インド 7,807  3.英国 1,983,425 

4.ブラジル 4,992  4.ドイツ 1,356,465 

5.インドネシア 4,511  5.インド 1,245,645 

6.イタリア 3,903  6.インドネシア 1,188,646 

7.イラン 3,449  7.ブラジル 1,163,523 

8.スペイン 3,136  8.日本 1,121,485 

9.韓国 2,982  9.カナダ 1,115,715 

10.エジプト 2,971  10.オーストラリア 1,079,966 

16.日本 1,934    

 

 

 

図Ⅴ－２－１－１ 論文数（年次推移：2015 年～2024 年） 

 

 

（１－３）各研究領域の国別論文数の傾向 

「（１－２）研究領域全体の論文数の動向」に類似して、中国と米国は、どの研

究領域においても、およそ上位（１～３位）に入っている。研究領域全体の論文

数の上位国のうち、中国と米国を除く国について、研究領域毎の特徴は次の通

り。 

➀インドは「人工土壌」を除く全分野に渡り、中位（４～７位）～上位に入って

おり、とくに「肥料」「農薬」「バイオスティミュラント」による生産性向上に
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資する生産技術開発においては、米国と中国に肩を並べるほど上位に位置して

いる。 

 

➁ブラジルは「人工土壌」「発酵食品」を除く全分野にわたり、中位である。 

 

③インドネシアは、とくに「畜産飼料等」「水産飼料等」の生産技術開発において

上位であり、後者においては、中国に次ぐ、２位に位置している。 

 

➄イタリアは「発酵食品」「発酵食品以外」「微生物の産業活用」において、中位

～上位に入っている。 

 

⑥韓国は「発酵食品」の論文数が多く、中国に次ぎ、２位である。 

 

⑦我が国は、多くの研究領域で 11 位以下という結果であったが、「発酵食品」に

おいては、９位に位置付けている。 

 

表Ⅴ－２－１－４ 対象研究領域毎の論文数（2015 年～2025 年累計） a 

 
１．微生物を活用した農林水産業の生産性向上に資する技術開発 

 
微生物肥料  微生物農薬  ﾊﾞｲｵｽﾃｨﾐｭﾗﾝﾄ 人工土壌  畜産飼料等  水産飼料等   

中国  3167 (1) 2396 (1) 2406 (1) 54 (1) 3160 (1) 1725 (1)  

米国  1593 (3) 1525 (2) 1191 (3) 47 (2) 2213 (2) 512 (3)  

インド  3083 (2) 1343 (3) 1871 (2) 5 (12) 471 (6) 488 (4)  

ブラジル  1242 (5) 662 (4) 754 (4) 5 (12) 603 (4) 415 (5)  

インドネシア  1278 (4) 561 (5) 431 (11) 3 (22) 1078 (3) 741 (2)  

イタリア  425 (12) 416 (7) 752 (5) 19 (6) 328 (12) 98 (19)  

イラン  607 (7) 189 (18) 448 (10) 8 (8) 335 (11) 330 (7)  

スペイン  515 (8) 364 (8) 569 (8) 29 (3) 285 (15) 251 (8)  

韓国  204 (22) 249 (15) 319 (14) 2 (28) 439 (8) 161 (13)  

エジプト  776 (6) 537 (6) 528 (9) 1 (33) 462 (7) 342 (6)  

日本  293 (18) 139 (22) 178 (21) 2 (28) 304 (14) 135 (14)  

 

 
a 表中の数字は『論文数（順位）』で表記されている。また、当該領域における中国・米国を除く 1～3 位の国を緑色

セルにしている。 
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表Ⅴ－２－１－５ 対象研究領域毎の論文数（2015 年～2025 年累計） b 

  

２．  

微生物を活用した食料生産技術開発  

3． 

微生物を産業とし

て活用することに

資する研究開発  
 

発酵食品  発酵食品以外  微生物の産業活用   

中国  2172 (1) 7712 (1) 5359 (1)  

米国  499 (3) 4847 (2) 2887 (2)  

インド  311 (6) 1620 (5) 834 (5)  

ブラジル  264 (8) 1618 (6) 834 (5)  

インドネシア  141 (14) 700 (14) 345 (18)  

イタリア  471 (4) 1779 (3) 1174 (3)  

イラン  110 (20) 1693 (4) 316 (20)  

スペイン  408 (5) 1078 (10) 866 (4)  

韓国  697 (2) 1242 (8) 598 (12)  

エジプト  61 (35) 527 (18) 372 (15)  

日本  251 (9) 779 (13) 462 (13)  

 

なお、詳細は「付属資料１ 論文の分析（論文数）」参照のこと。 

 

（１－４）被引用数に関する分析 

論文の質を表す指標の一つである被引用数分析を行った結果、中国等の非欧米

諸国もＴｏｐ10 以内にランクインしており、質の良い論文を報告していると言え

る。 

また、用いたデータベースについては、Elsevier, Springer, Wiley 等主要出

版社が支配的なものであり、かつジャーナルアーティクルで絞ったことから、多

くは査読付である。 

なお、詳細は「付属資料１ 論文の分析（被引用数）」参照のこと。 

 

表Ⅴ－２－１－６ 被引用論文数（上位 10 か国と日本） 

全論文数             

Top10＋日本  

 被引用数            

Top10%以内の論文数 Top10＋日本  

1.中国  20,883  1.中国  4,619 

 
b 表中の数字は『論文数（順位）』で表記されている。また、当該領域における中国・米国を除く 1～3 位の国を緑色

セルにしている。 
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2.米国  11,607  2.米国  2,153 

3.インド  7,807  3.インド  897 

4.ブラジル  4,992  4.イタリア  791 

5.インドネシア  4,511  5.オーストラリア  585 

6.イタリア  3,903  6.カナダ  579 

7.イラン  3,449  7.英国  554 

8.スペイン  3,136  8.スペイン  541 

9.韓国  2,982  9.ブラジル  431 

10.エジプト  2,971  10.サウジアラビア  425 

16.日本  1,934  19.日本  238 

 

  

（１－５）研究テーマのトレンドに関する分析 

     研究テーマのトレンドを把握することを目的とし、研究領域別に、各論文にタ

グ付けされているキーワード毎に論文数を集計した。 

     その結果、次を把握することができた。 

◇研究が盛んと見做される研究テーマ：数が多いキーワード 

◇研究が盛んになりつつある研究テーマ：数が増加傾向のキーワード 

なお、詳細は「付属資料１ 論文の分析（キーワード）」参照のこと。 

 

 （２）特許 

（２－１）調査のアプローチ 

データベースとして IFI Claims を用い、対象期間 2015 年 1 月～2024 年 10 月、

本調査の対象研究領域に該当する特許文献数を調査した（特許調査は 2025 年９月

から 2026 年 1 月の間に実施）。 

調査対象及び調査プロセスの概要は表Ⅴ－２－１－１及び表Ⅴ－２－２－２の通

り。 

一般に、特許出願書類の作成においては、権利範囲が限定的に解釈されるのを防

ぐため、発明の用途を明確に記載することを避ける、様々な可能性を並列に列挙す

るなどして、具体的な記載を省略することが行われる。 

今回、例えば「飼料・餌料（添加物含む）の生産技術開発」に関して、畜産と水

産の母集団を分離しようと試みたが、畜産用か水産用か明記されていない特許出願

や、畜産にも水産にも利用できると記載されている特許出願が多数存在し、キーワ

ード検索や特許分類を使用した検索式では分離が困難であったため、分析では以下

の４つの母集合を作成し、分析を実施した。 

なお、「微生物を産業として活用することに資する研究開発」は、対象が広範か
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つ絞り込みが技術的に困難なことから、対象外とした。 

 

表Ⅴ－２－２－１ 調査対象概要 

データベース名 IFI Claims 

対象期間 2015 年 1 月～2024 年 10 月 

対象文献 特許申請 

対象技術開発 

領域 

（a）肥料・農薬・バイオスティミュラント・人工土壌の生産

技術開発 

（b）飼料・餌料の生産技術開発 

（c）発酵食品の生産技術開発 [（d）を除く] 

（d）精密発酵・バイオマス発酵・ＳＣＰ生産・微細藻類利用

による食料生産技術開発 （注）ＳＣＰ：Single Cell 

Protein 

 

 

表Ⅴ－２－２－２ 調査プロセス概要 

１．検索式の設計 ４つの対象研究領域に対して、検索式を策定＊。 

＊特許分類、発明の名称・要約・請求の範囲のキーワード、出願日に

よる絞り込み。 

２．母集合の作成 IFI Claims に検索式を入力し、４つの母集合を作

成。 

３．特許出願件推移の分析 年毎に特許申請数を集計。 

 

４．出願人ランキングの分析 出願人別に特許申請数を集計。 

 

５．出願国・地域別の特許 

出願件数の分析 

出願国・地域別に特許申請数を集計。 

 

 
（２－２）研究領域ごとの国別特許数の傾向 

「肥料・農薬・バイオスティミュラント・人工土壌」「伝統発酵」の２領域は比

較的特許数が多い。 

 

（２－３）各研究領域の国別特許数の傾向 

全領域で中国が突出していた。ただし、権利化された有効な特許は申請件数の

12～15%であり、20%台の日米より低く、欧州と同程度である。 

中国を除くと、各領域とも、米国・韓国・欧州・日本・オーストラリアが多
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く、次いで、ブラジル、カナダ、台湾、ロシアが続く。 

発酵食品では、1 位中国、２位韓国、３位日本、４位米国、５位欧州、 ６位ロ

シアの順となる。伝統食文化が反映されている。 

日本の特許出願順位は、肥料～人工土壌で５位、飼料・餌料で４位、発酵食品

で３位、精密発酵～微細藻類で第４位。なお、出願者の大半は企業である。 

 

表Ⅴ－２－２－３ 各研究領域の国別特許数 

  

１．微生物を活用した農林水産業の

生産性向上に資する技術開発  

２．微生物を活用した食料生産技術

開発  

合計  
（a）  

肥料～人工土壌  

（b）  

飼料・餌料  

（c）  

発酵食品  

[（d）を除く] 

（d）  

精密発酵  

～微細藻類  

中国  88,699 (1) 38,932 (1) 59,755 (1) 4,608 (1) 191,994 

米国  10,242 (2) 2,485 (3) 4,193 (4) 1,046 (2) 17,966 

韓国  5,873 (3) 3,114 (2) 13,141 (2) 680 (4) 22,808 

欧州  4,763 (4) 1,128 (5) 2,353 (5) 508 (5) 8,752 

日本  4,627 (5) 1,408 (4) 5,196 (3) 712 (3) 11,943 

オーストラリア  3,035 (6) 631 (7) 1,202 (7) 317 (6) 5,185 

ブラジル  2,481 (7) 405 (9) 856 (9) 112 (8) 3,854 

カナダ  2,306 (8) 977 (6) 1,139 (8) 294 (7) 4,716 

台湾  1,110 (9) 302 (10) 851 (10) ―   2,263 

ロシア  1,046 (10) 422 (8) 1,484 (6) 96 (9) 3,046 

フランス  ―   ―   ―   92 (10) 92 

合計  124,182   49,804   90,170   8,465   272,621 

 

（注１）IFI Claims を用い野村証券が集計。 

（注２）各領域に該当する特許申請の絞り込みに技術的制約があるため、件数はあくま

で参考値として捉えることが妥当である。 

（注３）出願毎に１件と集計（例：ＰＣＴ出願を日本、米国に移行した場合は３件）。 

（注４）同一特許が複数の領域でカウントされていることを許して集計している。 

（注５）表中「欧州」は欧州特許条約締約国（39 ヶ国）による欧州特許庁への特許出

願であり、「フランス」はフランス産業財産庁への特許出願である。 

 

なお、詳細は「付属資料２ 特許の分析」参照のこと。 
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Ⅵ 各技術について 

１．微生物を活用した農林水産業の生産性向上に資する 

技術開発 

１－１．肥料・農薬・バイオスティミュラント・人工土壌 

の生産技術開発 
（１）技術概要 

農林水産業の生産性向上に資する微生物活用技術のうち、①肥料微生物、②微生

物農薬、③バイオスティミュラント、④人工土壌の４分野は、平均数％の成長が見

込まれる重要産業分野（化学肥料市場：約 1,500 億ＵＳＤ、化学農薬市場：約 800

億ＵＳＤ）と密接に関係している１）。 

 

   

図Ⅵ－１－１－１ 

（左）化学農薬と微生物農薬の市場規模予測１）（右）化学農薬と微生物農薬の市場規模予測１）  

 

① 微生物肥料 

環境対応だけではなく、高騰する化学肥料を代替し、農業生産性の改善に寄

与する２）。窒素化学肥料は強力な温室効果ガスである亜酸化窒素（Ｎ２Ｏ）の

発生源であり、地下水や湖沼の水質汚染要因にもなる。また、窒素化学肥料は

エネルギー価格が低い地域に依存し、リン化学肥料・カリウム化学肥料は鉱石

産出地に依存する構図となっている。 

② 微生物農薬 

環境対応に加え耐性株の出現や化学農薬の開発費高騰から代替品の需要が

高まっている。特に近年、化学農薬は高い安全性と防除効果の達成が求められ

るようになり、2012〜2014 年の対象期間で平均開発コストが 2.86 億ＵＳＤ、

開発期間が 11.3 年と高コスト化している３）。さらに、耐性菌・耐性害虫が発
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生しており、近年は開発が“いたちごっこ”状態となっており、グローバルな

規制強化により新規系統の選抜・評価や登録に必要な試験データの整備が求め

られ、開発・登録コストの増加要因となり得る４）。 

③ バイオスティミュラント 

高温や干ばつなど、気候変動への対応や化学肥料高騰から需要が高まってい

る。環境負荷が高く高騰する化学肥料の使用量削減・効率化を目的としてＶＡ

菌根菌（Vesicular-Arbuscular Mycorrhiza、ＡＭ菌）などが開発されている。

また、気候変動による収量減を回避するため、作物の高温ストレスに対する研

究の進展とともに、微生物または微生物の生産物をバイオスティミュラントと

して活用する動きがある（例：中国のグベルメクチン等）。 

④ 人工土壌 

土壌劣化に左右されない高度農業資材として、将来的に有望と考えられる。

劣化した土壌でも高い生産性を実現できる可能性があることから研究が進め

られているが、まだ研究段階にある。 

 

図Ⅵ－１－１－２ アメリカ・ＥＵの新農薬登録費の内訳推移 41） 

 

（参考）各国の認識・制度化状況 
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ＥＵ：ＥＵ肥料製品に関する規則（ＥＵ 2019/1009、以下ＦＰＲ）５）で 

Azotobacter, Azospirillum, Rhizobium, アーバスキュラー菌根菌（ＡＭＦ）を

対象微生物に明記し、性能評価と安全性基準を制度化している。具体的には重金

属の含有基準、サルモネラ菌などの病原菌の検出基準として定めている６）。バイ

オスティミュラントはＥＵ肥料製品の製品機能カテゴリー６（ＰＦＣ６）に規定

されているが、更に 15 の構成材料分類が存在するため、農薬及び肥料に該当しな

いという機能だけではなく、原材料の分類も記載しなければならず、日本よりも

多くのデータを必要とする。このように、ＥＵは厳格な体制を取っているため他

国よりも上市のハードルが高い。 

米国：米国植物肥料規制担当官協会（ＡＡＰＦＣＯ） が定義を採択。登録は州

ごとに異なり、性能主張によっては米国環境保護庁（ＥＰＡ）の農薬規制対象と

なる。 

中国：微生物肥料の規格の中にバイオスティミュラントを包含。独立制度は未

整備。 

韓国：肥料管理法の下で微生物肥料として管理、性能試験指針を公表してい

る。 

日本：農林水産省が 2025 年５月に「バイオスティミュラントの表示等に係るガ

イドライン」７）を策定した。肥料・農薬のいずれにも属さない機能資材として整

理を進めるが、農薬取締法、肥料法、地力増進法で定められている定義に該当す

る場合、バイオスティミュラントであってもこれらの法律に則る必要がある。「み

どりの食料システム戦略」 にて、バイオスティミュラントの活用について掲げら

れている。日本でも、2025 年のガイドライン策定以前よりバイオスティミュラン

トとして売られているものは、農薬取締法、肥料法、地力増進法で定められてい

る定義に該当する物は従前よりそれらの法律に則っていたが、一方でそれらの法

律に該当しない資材として流通している商品も見られるのが現状である。 
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図Ⅵ－１－１－３ バイオスティミュラント（ＢＳ）に係る EU・米国・日本の動き８）  

 

（２）研究動向 

次の研究開発動向が見られる。①作用機序の解明、②メタゲノム解析やデータサ

イエンスを活用したスクリーニング強化（特に難培養微生物）、③合成生物学を利

用した機能向上。これらは微生物肥料、微生物農薬、バイオスティミュラント、人

工土壌の重点４分野で共通して進展がみられる。 

➀ 微生物肥料 

菌株探索と機能性評価では、根圏における窒素固定菌（ Azospirillum, 

Rhizobium）、リン溶解菌（Pseudomonas, Bacillus）で進展がみられる９）10）。ま

た、リン溶解菌で難溶性リン酸を可溶化し、リンの固定化による利用低下を軽減

する研究においても進展がみられる 11)。カリウム関連では、微生物のカリウム蓄

積に関する代謝経路の研究が進展しており 12）、またカリウム溶解菌（Bacillus 

cereus）の代謝系解明が見られた 13）。また、水田土壌の窒素固定能を有する鉄還

元菌が介在するメタン排出削減メカニズム解明 14）など、従来知られていなかっ

た他種の微生物の介在も解明されてきている。 

合成生物学に関して、窒素固定微生物の窒素固定酵素ニトロゲナーゼの改良や

15）、リン溶解菌におけるリン酸加水分解酵素遺伝子の強化株などが開発されてい

る 16）。 

② 微生物農薬 

スクリーニングに関する研究が進展しており、ゲノミクスの進歩により、スク
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リーニング効率が飛躍的に向上し、特に放線菌群の発見が加速している 17）。 

他技術との融合も進展しており、昆虫病原性真菌（Metarhizium, Beauveria）

にＲＮＡｉ技術を追加した「次世代微生物農薬」の開発が行われている 18）。 

③ バイオスティミュラント 

定着性は、バイオスティミュラントの効果に直結する重要な課題である。投入

した微生物が作物や土壌環境で安定してコミュニティを形成できるかが鍵とな

るため、微生物の定着・共存特性や、微生物担体（キャリア）を用いた機能の安

定化に関する研究が行われている 19）。 

複合資材の開発については、バイオスティミュラントの機能をさらに強化する

ことを目的に、藻類抽出物など他資材との併用が検討されている。これにより、

単独では得にくい相乗的な効果を引き出し、栄養利用効率やストレス耐性の向上

を目指す取り組みが行われている 20）。 

現場での機能検証は、バイオスティミュラントが比較的新しい資材であるがゆ

えに重要性が高い。化学肥料や化学農薬のような長期の効果検証がまだ十分では

ないため、圃場条件下での有効性や再現性を確認する試験が実施されている 21）。 

非標的影響の調査では、バイオスティミュラントとして微生物を投入する際に、

在来の微生物叢への影響を最小限に抑えることが求められる。そのため、生物多

様性保全の観点から、導入微生物が対象作物以外の在来微生物叢、土壌生態系、

周辺動植物、水質等に及ぼす影響を系統的に評価し、安全基準設定のためのデー

タを取得する環境影響評価を行い、安全性と持続可能性を担保するための研究が

行われている 22）。 

④ 人工土壌 

微生物設計と担体開発については、微生物が安定して機能を発揮できるように、 

適切な組成や相互作用を考慮した設計が進められている。併せて、微生物の定着

や活性を支える担体（キャリア）の改良が行われており 23)24）、機能性評価に関し

ては、土壌の代替となり得る資材としての性能評価と、導入に伴う環境影響評価

が実施されている 25）。 

 

（３）実装化動向 

特許は機能強化や大量生産に関するものが目立ち、企業では欧米勢が先行してい 

る。また、米国で販売され、140 万エーカー（56.6 万 ha）の農地で利用されている 

Pivot Bio の窒素固定微生物製剤「Proven®」はゲノム編集を使っているが、日本や 

欧州で上市される場合は米国とは規制等の枠組みが異なる点には留意する必要が

ある。 

① 微生物肥料 

欧米企業が先行しており、窒素固定菌、リン溶解菌製剤が目立つ。Pivot Bio(米
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国)､Novonesis(欧州)(JumpStart®､Optimize® 等)による製品上市が先行してい

る｡中国でも Beijing Dabeinong がリン溶解菌資材を投入している｡ 

特許は微生物を活用した肥料の機能強化 26）、微生物と肥料・農薬組み合わせる

場合の安定性 27)、大量生産及び安定化、微生物コンソーシアム 28－30）などでの出

願が目立つ。 

② 微生物農薬 

以前より Bayer（独）の Bacillus subtilis 剤をはじめ、Syngenta（瑞）など

が先行している。近年では Novonesis（欧州）が多数の製剤を上市。日本勢では

住友化学が 2025 年から 2030 年までにバイオラショナル（バイオ農薬・バイオス

ティミュラント等）分野にＭ＆Ａも含めて積極的な投資を行うことを発表し、国

内外企業の買収も活発化している。 

特 許 動 向 は 微 生 物 農 薬 と 化 学 剤 の ハ イ ブ リ ッ ド 化 31 ）  、 Bacillus 

thuringiensis（ＢＴ）由来のＣｒｙ／Ｖｉｐタンパク質（改変型を含む）の利

用 32) 、ドリフト低減や製剤の安定化 33) 、ＲＮＡｉと併用した害虫対策 34) 、セ

ンチュウ対策 35)などが見られる。 

 

表Ⅵ－１－１－４ Novonesis グループの微生物農薬１）  

 

 

③ バイオスティミュラント 

欧米企業では Symborg（Corteva 傘下）、Novonesis（Ratchet®、Torque® IF 等）

が先行しているが、住友化学も大規模投資を発表しているなど、日本企業も注力

しはじめている。 

日本のスタートアップ AGRI SMILE はメタノール資化細菌を利用したバイオス

ティミュラント開発に成功するなど、独自のアプローチも見られる。 

中国では放線菌由来のグベルメクチンが、収量を高める種子処理剤として利用

されている 36)。 

バイオスティミュラントの特許では糸状菌 37）・酵母及びそれらの抽出物の活

用 38）や製剤の安定化など、有効成分利用に関するものが多い特徴がある。 

 

④ 人工土壌 

開発 販売 販売国 種別 製品分類 対象 菌株
Taegro® 2 Novozymes Novozymes 米国・カナダ 生菌剤 殺菌剤 野菜 Bacillus subtilis  var. amyloliquefaciens  strain FZB24
Taegro® Novozymes Syngentha EU 生菌剤 殺菌剤 野菜 Bacillus subtilis  var. amyloliquefaciens  strain FZB24
Actinovate® Biocontrol
solution Novozymes Novozymes 米国 生菌剤 殺菌剤 野菜 Streptomyces lydicus  WYEC 108
Actinovate® Lawn and GardeNovozymes Novozymes 米国 生菌剤 殺菌剤 家庭園芸用 Streptomyces lydicus  WYEC 108
Actinovate® SP Novozymes Novozymes 米国・カナダ 生菌剤 殺菌剤 園芸作物 Streptomyces lydicus  WYEC 108
Actinovate® AG Novozymes Novozymes 米国 生菌剤 殺菌剤 施設園芸農業 Streptomyces lydicus  WYEC 108
Bovemax EC Novozymes Novozymes ブラジル 生菌剤 殺虫剤 マテ、コーヒー、柑Beauveria bassiana cepa  CG716
Bovacillus™ Novozymes Novozymes - 生菌剤 飼料添加物 乳牛・肉牛 Bacillus licheniformisおよびBacillus subtilis
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人工土壌に関してはまだ開発の余地が大きい分野である。欧州ではＣＥＡ

（Circular Economy Act）事業者により、バイオフィルム担体を活用した人工土

壌と灌漑システムと組み合わせた「循環養分・微生物管理」を提供されている。

日本ではゼオライト系人工培地へ Bacillus/Trichoderma を含むスタート培土を

プレコートした製品、ココピート・バーク堆肥に微生物顆粒を混合した「半人工

土壌」が流通している。 

特許では微生物の機能を強化する技術 39)、担体の能力向上とコスト削減に関

するもの 40）が出願されている。 

 

（４）研究課題 

４分野に共通する課題として、実証データの蓄積、作用機序の解明が不可欠であ

る。それに基づき、従来品に対してコストでも競争力がある生産技術を開発するこ

と及び輸送安定性の確保が課題である。各項目①～④の課題は、以下に記載する。 

① 微生物肥料 

効果の安定性については、化学肥料よりも効果の安定性が低い傾向があるもの  

の、化学肥料との併用が効果的であるとの結果や、費用対効果が見られたとい

う研究もある。具体的には土壌や気候条件による変動の解決を目的とした安定

化技術の研究、根圏での微生物定着性・持続性向上技術が不可欠である。実証

データに関しては、新しい資材であるがゆえに蓄積が十分ではなく、長期的な

実証データの収集と、継続的なモニタリング体制及びデータベースの整備が喫

緊の課題となっている。  

② 微生物農薬 

微生物で安定的な効果を出すには、効率的な微生物株のスクリーニングや作用  

機序の高効率化などのアプローチが不可欠である。その際に大量の情報を扱う必 

要があるため、データサイエンスやＡＩの知見活用が求められる。 

低コストで安定的に生産する観点では、微生物を高効率かつ再現性高く培養で 

きる生産プロセスの構築が不可欠である。 

防除機能の強化に関しては、効果検証に関する論文は複数あるが、費用対効果

が高いとは言えない結果となっており、化学農薬と同等か高い防除能力への改善

が求められている。 

③ バイオスティミュラント 

作用機序の解明は、微生物肥料・微生物農薬と同様に法規制の観点から必須で

ある。また、資材としての安定使用のためには、圃場における対象微生物の定着

性の改善が課題である。 

    ④ 人工土壌 

統一モデルの整備は、人工土壌の開発が進んでいる一方で、機能評価に必要な
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一モデルの開発が未整備である。具体的には、人工土壌担体、付加微生物、土着

微生物、作物の根圏の相互作用の解明と統一モデルの構築が必要である。 

現場での利用方法の確立については、施設園芸で一般的な移植前の土壌殺菌等 

との併用方法が未整備であり、現場での利用方法の確立が必要である。 

 

（５）実装化課題 

４分野すべてで安定的な低コスト生産と効果の安定化が特に大きな課題となっ

ている。また、開発から上市まで時間とコストがかかり、法規制の元にある資材で

あるため、開発費がかさみやすい。 

量産体制の確立に関しても、微生物培養は装置産業であり、ベンチャー企業単独

での生産設備投資が難しい点が課題である。 

   ① 微生物肥料 

輸送安定性と生産コストについては、低コストかつ常温での安定的な保管方

法の確立が必要であり、対象微生物が難培養微生物である場合には、安定的な

タンク培養生産法の確立も求められる。 

対象微生物の機能強化に遺伝子組換えを用いる場合、各国で法規制対応が必

要である。ゲノム編集によるノックアウトの場合でも各国で規制のスタンスが

異なり、アメリカでは Pivot Bio が遺伝子組換え生物の規制対象外として機能

強化窒素固定細菌を既に上市している一方、欧州や日本では異なる対応が求め

られる。 

② 微生物農薬 

農薬登録のコストについては、農薬が多くの国で規制対象であるため、登録

に際して安全性や効果の試験に多くのコストがかかる。ベンチャー企業にとっ

ては、登録に要する事務手続きと費用が高額で時間を要することが事業継続の

障害となり得る。 

防除効果の改善については、化学肥料に比べて即効性や安定性が劣る傾向が

あるため、機能強化が重要な課題である。 

③ バイオスティミュラント 

法規制については、日本ではバイオスティミュラントであっても肥料法、農

薬取締法、地力法に該当する場合は別途の規制対応が必要であり、バイオステ

ィミュラントに特化した法規制は世界的に未整備な部分がある。 

表示義務については、効果の表示に関するガイドラインが各国で整備途中で

あり、日本では 2025 年４月に農林水産省がガイドラインを公表した。 

農薬・肥料との混用適合性については、バイオスティミュラントが他資材と

の併用を前提に利用されることが多く、併用時の効果を最大化する利用体系の

構築が課題となっている。 
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   ④ 人工土壌 

効果の実証については、新しい技術であるため安定的な効果の実証が不足し

ており、実験室内及び圃場での長期的な効果の実証が必要である。 

効果の持続性については、効果を最大限発揮し長時間安定化させるための技

術開発が重要であり、併せてビジネスモデルの確立も必要である。 

 

（６）研究開発の方向性 

共通課題として、作用機序の解明と機能強化（スクリーニング、合成生物学的ア

プローチを含む）、製剤化技術と担体技術の革新（低コスト安定培養、輸送性・保

存性・定着性の改善）、データベースの整備、スマート農業との融合（ソリューシ

ョンビジネス化）、共同利用型スケールアップ化施設の整備が挙げられる。そのた

め、４分野すべてにおいて、作用機序の解明、スマート農業との融合、製剤化技術

と担体技術の革新、低コスト安定生産を目指した研究開発が求められる。 

項目①～④の研究開発の方向性については、以下に記載する。 

① 微生物肥料 

化学肥料との適切な組合せにより機能を最大化（ソリューション化）し、農業

生産者にとってのメリットを最大化することが必要である。 

② 微生物農薬 

開発コスト負担の低減が課題であり、スタートアップは探索や機能強化は行え 

ても認可取得の人的・資金的リソースに乏しいため、バイオ医薬品と同様の導出・ 

Ｍ＆Ａ体制の整備が有効である。 

ＩＰＭ体系として、ＡＩを活用した病害リスク予測と連動し最適な防除を選択 

する「処方設計型防除」の確立が求められる。 

また、効果の改善として、高い防除能力に向けた合成生物学的アプローチや製

剤技術、ＲＮＡｉや化学農薬との併用などによる複合技術製剤の手法開発が必要

である。 

③ バイオスティミュラント 

制度整備と市場形成の強化が必要であり、日本ではバイオスティミュラント

に関するガイドラインが制定された。 

また、モニタリング技術として、施用微生物の環境中での動態追跡技術及び

環境影響のリアルタイム監視技術の開発が求められる。 

さらに認証制度の整備状況は各地域で異なる。日本においては統一的な第三

者認証制度は未だ整備されていない。一方、ＥＵにはＦＰＲ（食品リサイクル

規格）に基づく性能・安全性の認証制度が存在し、米国では州ごとに任意の品

質認証プログラムが運用されている。 

④ 人工土壌 
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作物の多様化については、蔬菜類から他の作物への拡大とコスト低減が課題で 

ある。 

また、長期運用における微生物群集の遷移評価については、安定的な長期運用

と能力の維持に向けた研究開発が求められる。 

 

（参考①）農薬登録コスト 

農薬登録のコストは全体的に審査の厳格化に伴って増加傾向にある。その中で

も研究費合計（Research total）は、代謝物評価や内分泌かく乱評価など、複数

の規制強化が同時進行したことから、米国、ＥＵともに増加傾向にある。 

新規農薬を販売するために正式に承認を得るプロセス全体のコストとして、手

数料、社内作業費用、外部試験費用がある。手数料、社内作業費用、外部試験費

用を合計した登録コスト（Registration）は、複数の規制強化が同時進行したこ

とから、2014-19 年の米国では 1995 年の約３倍の 4,200 万ＵＳＤに、2010-14 年

のＥＵでは 2000 年の３倍の 3,300 万ＥＵＲに増加している。 

 

図Ⅵ－１－１－８ アメリカ・ＥＵの農薬開発費の内訳推移 41) 

     （上表は、AgribioInvestor「Time and Cost of New Agrochemical Product    

        Discovery Development and Registration」41)中にある表を改変。） 

 

規制当局に支払う公式審査手数料である農薬登録手数料（Registration fees）

は、2014-19 年において、ＥＵでは、電子申請システム導入や各国評価書のテン
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プレート統一等により 220 万ＵＳＤと低下傾向、米国でも 210 万ＵＳＤと低下傾

向にある。参考値として、日本の農薬登録手数料は 719,300 円 となっている。 

追加試験（Additional studies）費用は、審査の厳格化を背景として、2014-19

年において、ＥＵで 1,740 万ＵＳＤ、米国で 1,440 万ＵＳＤとどちらも増加傾向

にある。 

企業が登録申請のために社内で行う作業コスト（Internal Registration 

Costs）は、社内作業効率化等により 2014-19 年において、ＥＵで 470 万ＵＳＤ、

米国で 100 万ＵＳＤとどちらも低下傾向にある。 

 

 

図Ⅵ－１－１－９ アメリカ・ＥＵの新農薬登録費の内訳推移 41) 

 

（参考②）微生物肥料の費用対効果 

微生物肥料は、作物収量を概ね改善し、費用対効果も良いことが示唆されてい

る。一方で、条件によっては、有意な増収が確認できない場合も指摘されてい

る。したがって、環境条件に合わせた「効きやすい使い方」を設計し、その便益

を含めて生産者に共有していくことが重要であると考えられる。 

文献① 42) （総説） 

‐  作物収量及び養分利用効率に対する微生物肥料の影響を定量化することを目

的に、圃場試験データを含む査読論文 171 本を対象にメタ分析（複数の独

立した研究結果を統計的に統合し、全体の効果の大きさや傾向を定量的に評

価）を実施。 

‐  微生物肥料接種は非接種対照に比べ、作物収量を 平均 +16.2 ± 1.0% 改善

することが報告されている。また、その効果は一様ではなく、乾燥地域で相

対的に効果が大きいこと、土壌中の利用可能リン量が効果発現に関与し得る

こと、ならびに有機物含量が低く pH が中性といった条件で AMF（アーバス
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キュラー菌根菌）の定着が良好になり得ること等、効果を左右する要因が整

理されている。 

文献②43)（普及に向けた市場面での課題） 

‐  PGPM（植物成長促進微生物）について、開発プロセスを整理しつつ、最新

動向と課題、今後の方向性をレビューした論文である。 

‐  普及に向けては、研究・生産面の課題に加え、市場において便益（増収・

生産性向上）や費用対効果が十分に共有されていない点を指摘している。

一方で、効果は環境条件に依存してばらつきやすいという問題もあるた

め、その問題に対処するために、施用タイミング・用量・作物適合性など

「効きやすい使い方」を設計し、条件付きの推奨として提示する必要があ

るとしている。 

文献③44) （トウモロコシ） 

‐  トウモロコシの収量に対する、Azospirillum brasilense の種子接種等の

影響を評価するために、ブラジルの 13 地点で 10 年間 30 件の圃場試験を実

施。 

‐  非接種・窒素施肥 0%、75%、100%区画に対し、接種区画はそれぞれ 

+6.9%、＋4.6%、+5.2%と有意に増収した。なお、非接種・窒素施肥 50%区

画については、接種効果が有意ではなかった（マイナス傾向）。 

‐  接種・窒素施肥 75%区画と、非接種・窒素施肥 100%区画の収量に、統計的

な有意差が見られないことに着目し、微生物接種によって、窒素肥料を

25%減らせる可能性に言及。窒素施肥 100%は 90kg/ha に相当し、また窒素

肥料の平均価格が 0.77 米ドル/kg（ブラジル 2021 年 10 月時点）、微生物接

種費用が約 2 米ドル/ha であることから、農家が約 15 米ドル/ha

（=90kg/ha×25%×0.77 米ドル/kg - 2 米ドル/ha）の肥料費を減らせる可

能性について言及している。 

文献④45)（大豆） 

‐  大豆の収量に対する、リン酸肥料（過リン酸石灰）（P）、根粒菌接種剤

（I）、P＋I の影響を評価し、それらの経済性を分析するために、ナイジェ

リア北部の 145 の農家における圃場試験を実施。 

‐  平均で、P 単独は+452 kg/ha、I 単独は+447 kg/ha、P+I は+777 kg/ha の増

収が見られた（ただし圃場間のばらつきは大きい）。損益分岐点に達した農

家の割合は、P 単独、I 単独、P+I のそれぞれで 62%、95%、83％、費用便益

比（便益を費用で除したもの）＝２（※）に達した農家の割合は、それぞ

れ 38％、94%、66%であった。 

※ 本文献（④）では、「ある技術が導入されるには、一般的に費用便益比が

２:１である必要があると考えられている（引用なし）」とし、費用便益比
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＝２を技術導入基準として採用している。また、本文献での費用便益比=１

は、接種コストと、得られた便益（接種による増収分の金額換算）が同額で

あることを示す。 

 

（参考③）微生物農薬の費用対効果 

微生物農薬の効果は、現時点では化学農薬には劣る傾向が見受けられるもの

の、その費用便益比（便益を費用で除したもの）は 2.0 を上回っており、経済的

に実用可能な水準にあることが示されている。 

文献① 46)（トマト） 

‐  ネパール ルーパンデヒの圃場で、微生物農薬や植物性農薬、化学農薬を、

15 日間隔でトマト（Pusa Rubi）に計 4 回散布し、オオタバコガへの防除効

果、費用便益等を評価。 

‐  収量・防除効果は低毒性の化学農薬の Chlorantraniliprole（Alcora®）と

Spinosad（Tracer®）が高く、その費用便益比は、Chlorantraniliprole が 

6.53 と Spinosad が 6.14 と高水準だった。 

‐  他の処理の費用便益比は、低毒性の化学農薬の Abamectin（Biotrine®）が

4.16、微生物農薬の Metarhizium anisopliae（Pacer®）が 3.63、同じく微

生物の Bacillus thuringiensis（Mahastra®）が 3.61、そして植物性農薬 

(Neemraj Super® Azadirachtin 含有）が 4.36 であった。なお、本文献での

費用便益比＝１.0 は、苗床準備から収穫までを含む生産コストと、得られ

た便益（農薬による増収分の金額換算）が同額であることを示す。 

文献②47) （トマト） 

‐  ウガンダの圃場で、微生物農薬（ Metarhizium anisopliae ICIPE20 または

ICIPE69《Mazao Campaign®》）、または微生物由来成分 abamectin を含む薬

剤（Dudu Acelamectin：abamectin＋acetamiprid 含有）をトマトに散布

し、２シーズンで防除効果と費用便益を評価した。 

‐  トマトの収量損害（fruit yield loss）は未処理区に比べ、全処理区

（ICIPE20 処理区/ICIPE69 処理区/ Dudu Acelamectin 処理区）で有意に抑

制され、Dudu Acelamectin が最も低い損害を示した。費用便益比は、シー

ズン１・２のそれぞれで、Dudu Acelamectin が 8.9・6.3、 M. anisopliae 

ICPE20 が 4.3・2.8、 ICPE69 が 3.4・2.1 であった。なお、本文献での費用

便益比=1.0 は、農薬処理コストと、得られた便益（農薬による増収分の金

額換算）が同額であることを示す。 

 

（参考④）バイオスティミュラント（ＢＳ）の費用対効果 

ＢＳが生産者に利用されるためには、以下の式を満たす必要がある。 
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式１） ＢＳによる収量増効果＋ＢＳのコスト削減効果（肥料等） 

－ＢＳ施用コスト＞０ 

 

この式を変換すると以下のようになり、ＢＳによるメリット（増収効果とコスト

削減効果）がＢＳ施用コスト（人件費も含む）を上回り、更にそのメリットが大き

いほど生産者には訴求力が高まる。 

    式２） ＢＳによる収量増効果＋ＢＳによるコスト削減効果（肥料等） 

＞ＢＳ施用コスト 

 

過去の遺伝子組換え種子等の例 48）（１USD/ha の投資で 5.22USD/ha のリター

ン）を見るとＢＳ施用コストの２倍以上の利益増が見込めると競争力が高まると

考えられる。地域や作目によって施肥量や播種量が変わるが、施肥量が多い南北

アメリカ大陸のトウモロコシ（尿素施肥量 150～400kg/ha）では肥料コストが高

いため、特に効果が高い。 

ブラジルの例 49)を見ると、下表は通常尿素（Conventional Urea）、ポリマー尿

素（Polymer-Coated Urea）、ＮＢＰＴ尿素（Urea with NBPT)の 3 種類の窒素肥料

にＢＳ（Azospirillum brasilense）を組み合わせた場合の総施業費用（ＴＯＣ）、

収量（ＹＩＥＬＤ）、売上（ＧＲ）を示したものであり、上段がＢＳ無接種、下段

がＢＳを接種した場合を示している。ＢＳの接種は、施用量に拘らず有益であり、

接種により収量・利益が一貫して増加。なかでも、ＮＢＰＴ尿素 150kg との組合せ

の場合に、一番効果が大きくなった。（収量、売上ともに約 1.61 倍） 

 

注１：ＢＳは１ha あたり 200ml（＝25 ㎏の種子に対し）処理 

注２：ＮＢＰＴ尿素とは土壌中に存在する酵素ウレアーゼの働きを一時的に抑制

する「ウレアーゼ阻害剤」を添加した窒素肥料 

注３：ポリマー尿素、ＮＢＰＴ尿素は、窒素吸収効率を高めた尿素で、通常尿

素よりも収量改善効果がある。 
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図Ⅵ－１－１－13 ブラジルにおけるトウモロコシでのバイオスティミュラント（ＢＳ） 

費用対効果（下段がＢＳ処理区）  49) 

※総施業費用 (ＴＯＣ)、収量 (ＹＩＥＬＤ)、 売上 (ＧＲ) 
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１－２．飼料・餌料等（添加物含む）の生産技術開発 

【畜産】 
 

（１）技術概要 

日本の畜産業は飼料原料の大部分（令和５年実績でトウモロコシなどの濃厚飼料 

は 87%、乾草など粗飼料は 20%）１）を輸入に頼っており、飼料原料の安定確保、多

様化は重要な課題である。更に国際情勢や為替の影響等による昨今の飼料コストの

高騰により、生産性の向上、各種コスト削減による収益性改善は喫緊の課題である。

また、畜産業を取り巻く社会課題として、薬剤耐性菌（ＡＭＲ）対策、温室効果ガ

ス（ＧＨＧ）削減及び糞尿処理を含む環境対策が、持続可能な畜産を実現するうえ

で重要な課題となっている１ー５）。これら課題に対して、微生物活用技術を「①飼料

原料確保・多様化」「②生産性向上」「③環境対策」の３つの主要領域に位置づけ、

https://acsess.onlinelibrary.wiley.com/doi/10.1002/agj2.21150
https://doi.org/10.1016/j.fcr.2015.10.023
https://doi.org/10.1007/s44279-025-00308-2
https://doi.org/10.3390/su142214846
https://pgeconomics.co.uk/pdf/Globalimpactbiotechcropsfinalreportoctober2022.pdf
https://pgeconomics.co.uk/pdf/Globalimpactbiotechcropsfinalreportoctober2022.pdf
https://doi.org/10.3390/nitrogen5030036
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各領域を２つの観点から整理する。 

➀ 飼料原料確保・多様化 

この領域は、国内での飼料自給率向上とコスト安定化を目的とする。 

「未利用資源のアップサイクル」は、農業残渣・食品副産物等を発酵・固形発

酵で飼料化し、国産タンパク質源の確保と廃棄物・ＧＨＧ削減を両立する技術で

ある。 

「ＳＣＰ（単細胞タンパク質）の活用」は、バイオガス由来ＣＨ４／ＣＯ２等の

Ｃ１資源や有機廃液を利用し増殖させた細菌・酵母等のＳＣＰを飼料原料として

利用する技術である。 

② 生産性向上 

この領域は、飼料効率の改善と家畜の健康維持を目的とする。 

「微生物産生機能物質（酵素・有機酸など）」は、微生物が産生するフィター

ゼ・キシラナーゼ・ムラミダーゼ等の酵素や、有機酸などを工業的に製造し、

飼料添加物として飼料に混合給与することで栄養利用性向上や病原菌制御を通

じて飼料要求率（ＦＣＲ）改善・環境負荷低減を図るものである。 

「腸内環境・生体機能制御（プロ／プレ／ポストバイオティクス等）」は、乳

酸菌・酪酸菌・酵母などの生菌・死菌・菌体成分等を投与し、腸内環境の改善

と、腸脳相関（腸内細菌叢－腸－脳軸；ＭＧＢＡ）など腸を起点とした全身臓

器への機能波及を促すことで、家畜の成長・健康・ウェルフェアの向上を図る

ものである。 

③ 環境対策 

     この領域は、畜産由来の環境負荷低減を目的とする。 

「反芻動物のＧＨＧ排出削減」は、ルーメン発酵とメタン生成古細菌をター

ゲットに、飼料設計・メタン抑制飼料添加物・微生物群集制御によりメタン排

出を低減する技術である。 

「単胃動物（豚・鶏等）のＧＨＧ・窒素排出削減」は、単胃動物では腸内メ

タンよりも、後腸発酵と糞尿由来ＣＨ４・Ｎ２Ｏ・ＮＨ３が問題となるため、腸

内細菌叢・栄養設計・糞尿処理を通じて排出削減・窒素利用効率向上を図る技

術である。 

 

（２）研究動向 

近年、「未利用資源・Ｃ１資源を活用した飼料タンパク質生産」、「酵素・抗菌酵

素・有機酸等の機能性添加物の高性能化と拡大」、「腸脳相関（ＭＧＢＡ）など腸か

ら全身への機能波及に関する研究」、「ルーメン発酵及び単胃動物の後腸発酵・糞尿

処理におけるＧＨＧ・窒素動態の解明」が進展しており、畜産分野の微生物活用研

究の主要な潮流となっている。研究開発における現在の動向を各項目①～③につい
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て、以下に記載する。 

   ① 飼料原料確保・多様化 

未利用資源のアップサイクルの分野では、農業残渣・食品副産物の混合発酵に

よるタンパク質増強・抗栄養因子低減・消化性向上に関する研究が拡大している

５）６）。特に、複数の副産物を組み合わせることで、アミノ酸バランスの最適化や

発酵効率の向上を図る研究が進展している。また、発酵により嗜好性も高まるこ

とから、飼料価値向上につながる。 

ＳＣＰの活用においては、メタン資化細菌やメタノール資化酵母等によるＳＣ 

Ｐの栄養価評価と、魚類・家禽・豚など家畜種別の給与試験が行われている。ま

た、農業残渣や食品残渣など有機物の嫌気性消化（ＡＤ）由来のバイオガスを原

料とする「ＡＤ＋ＳＣＰ」統合プロセスについて、ＧＨＧ排出や資源効率を含む

ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）及び経済性評価の知見が蓄積されてきて

いる７－９）。 

 

図Ⅵ－１－２－１ 農業廃棄有機物の嫌気性消化由来バイオガスの飼料用ＭＰ生産６）  

 

② 生産性向上 

酵素・有機酸などの微生物産生機能物質の分野においては、飼料用酵素の腸内

環境・栄養利用・リン排泄への影響に関する研究が進んでいる。特に、ムラミダ

ーゼ等の抗菌酵素による腸管バリア機能改善・成長成績向上効果や、微生物由来

有機酸・ペプチドのＡＭＲ低減ポテンシャルが整理されている 10）11）。 

内環境・生体機能制御の分野では、家禽・豚のプロ／プレ／ポストバイオティ
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クスが成長・ＦＣＲ・抗病性・腸内多様性・排泄窒素・臭気に与える影響に関す

る研究が進んでいる。特にＡＭＲ対策の観点からプロ、ポストバイオティクスに

よる免疫増強作用による感染症予防、ＡＧＰ代替に関する研究や全身臓器への波

及効果に関する研究が進んでいる 10）12）13)。また、マウス等でのＭＧＢＡを介し

た行動・ストレス応答改善効果が確認され、アニマルウエルフェア向上の観点か

ら家畜応用への展開が期待されている 12）14－17）。 

 

図Ⅵ－１－２－２ プロバイオティクス（Lactobacillus 属）の 

全身臓器への波及効果 13） 

 

図Ⅵ－１－２－３ プロバイオティクスと腸内細菌叢が 

促す神経新生とアニマルウエルフェア（仮説） 15）  
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③ 環境対策 

反芻動物のＧＨＧ排出削減については、ルーメン微生物叢におけるＨ２フロー

の動態及びメタン生成古細菌の機能解析に関する知見が進展している 18)。また、

メタン削減のカギとなるプロピオン酸生産増強菌 Prevotella lacticifex の発

見、大量培養も行われ、飼料添加資材化の検討も進んでいる 19)。メタン抑制飼料

添加物については、削減効果のみならず、発酵プロファイルの変化、副作用、馴

化による効果減衰の有無など、持続性に焦点を当てた情報も蓄積している 20－22）。 

単胃動物のＧＨＧ・窒素排出削減については、豚の後腸における腸内細菌叢と

メタン排出の関係 23)、栄養設計による糞便メタンポテンシャルの制御試験 24)、

さらに糞尿処理過程におけるＧＨＧ排出及び抗菌薬耐性遺伝子（ＡＲＧ）の動態

に関する研究が報告されている 4）23－25）。 

 

（３）実装化動向 

未利用資源アップサイクル・ＳＣＰ生産などの技術は既存発酵設備と組み合わせ

た新たな飼料タンパク質供給モデルとして、また、プロバイオティクス・メタン抑

制添加物などの技術は家畜の健康増進とＧＨＧ排出削減を両立する機能性飼料ソ

リューションとして、海外では商業化が進む一方で、日本では地域実証や限定的な

導入にとどまるものが多い。コストや制度・情報面でのギャップが残っている。実

装化における現在の動向を各項目①～③について、以下に記載する。 

① 飼料原料確保・多様化 

未利用資源のアップサイクルについては、酒粕・食品残さ・稲わら等を乳酸発

酵により飼料化する取組みが従来から行われているが、近年は農業残渣・食品副

産物の混合発酵や品質管理に関する知見が整理され、地域循環型モデルとしての

実装が進展している５）６）24)。 

ＳＣＰの活用については、CALYSTA 社の FeedKindⓇ（メタン酸化細菌由来ＳＣ

Ｐ）が水産・畜産飼料向けとしてＥＵ・中国等で承認・上市されており９)、メタ

ン・バイオガス由来ＳＣＰや、他のガス発酵プロテインの商用プラントも稼働し

つつある７）８）。食品廃棄物を基質として飼料用ＳＣＰを製造する技術 26)やエタ

ノール／糖蜜由来の副産物を利用した高タンパク質酵母 ＳＣＰ 製品に関する

技術 27)の特許が出願され、実用化に向けた動きが加速している。 

② 生産性向上 

微生物産生機能物質（酵素・有機酸など）については、安定性・活性の高い飼

料酵素が既に標準的ツールとなっており、Novozymes 社や DSM 社等の製品が普及

している 10）28）。ムラミダーゼ製剤については特許出願や製品開発が進展し、従

来の腸内細菌残屑の分解による腸管での栄養吸収改善、ＦＣＲ改善効果に加え、

免疫への影響や抗菌作用の研究進展から抗菌剤代替としての期待が高まってい
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る 11）29）。 

腸内環境・生体機能制御（プロ／プレ／ポストバイオティクス等）については、

乳酸菌・酵母等のプロバイオティクス製品が家禽・豚向けに多数上市されており、

成長促進や健康維持を目的として広く利用されている２）３）16）17）。 

     ③ 環境対策 

反芻動物のＧＨＧ排出削減については、３－ＮＯＰ（Bovaer）等のメタン生成

抑制剤が北米、ＥＵに加えて日本でも承認されており、さらに海外を中心に商用

利用されている 20－22）。また、Bacillus／Lactobacillus を組み合わせた組成物

30）や、乳酸菌を利用した メタン生成古細菌抑制技術 31）の特許が出願されてお

り、飼料・飼養管理との組合わせによるパッケージ導入も始まりつつある。 

単胃動物（豚・鶏等）のＧＨＧ・窒素排出削減については、専用のメタン抑制

添加物は限られるものの、酵素・発酵飼料等により後腸発酵及び糞便メタンポテ

ンシャルを調整する取り組みが行われており 23－25）、糞尿処理では嫌気性消化（Ａ

Ｄ）・堆肥化等の技術が普及しつつある４）24）。 

 

（４）研究課題 

各項目①～③の課題について、以下に記載する。 

① 飼料原料確保・多様化 

未利用資源のアップサイクルに関して、原料組成の季節・地域変動を踏まえた

発酵挙動・栄養価のモデル化及び安全性評価が未だ十分ではない 5）6）24)。 

ＳＣＰの活用では、培養挙動・栄養価・嗜好性・長期給与影響について家畜種・

ライフステージ別の比較データが不足している７－９）。 

② 生産性向上 

微生物産生機能物質（酵素・有機酸など）に関して、新規酵素等の作用機構、

腸内細菌への影響、ＡＭＲ（抗菌薬耐性）への影響の包括的な評価体系が未成熟

である３）10－12）。 

腸内環境・生体機能制御（プロ／プレ／ポストバイオティクス等）については、

畜種・系統・飼料・飼養環境が腸内細菌叢及び応答に与える影響、ならびに望ま

しい腸内機能プロファイルやＭＧＢＡ指標に関する研究が進行中である２）３）12）

14）15)。 

   ③ 環境対策 

反芻動物のＧＨＧ排出削減に関し、メタン抑制剤・飼料戦略がルーメン、生産

性、動物福祉に与える長期影響評価が限られており、メタン削減と生産性・福祉

のトレードオフの把握が課題である 20－22）。 

単胃動物（豚・鶏等）のＧＨＧ・窒素排出削減に関しては、腸内細菌叢・後腸

発酵・ＧＨＧとの関係を統合したモデル構築が不十分であり、栄養設計・腸内制
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御・糞尿処理を一体で評価する枠組みが必要である 23）25)。 

 

（５）実装化課題 

各項目①～③の実装化における課題について、以下に記載する。 

① 飼料原料確保・多様化 

未利用資源のアップサイクルに関し、既存飼料との価格競争力のある生産のた 

めの、原料収集・前処理・発酵設備等のプロセス設計が限定的である１）５）。 

ＳＣＰの活用では、可燃性ガスを扱う大規模培養の安全対策・自動制御や、バ

イオガスプラント等との連携を含むサプライチェーン構築が課題であり、加えて

ＳＣＰの製造コストが既存飼料（魚粉・大豆粕等）より高く、普及の制約となっ

ている２）３）７）８）。 

② 生産性向上 

微生物産生機能物質（酵素・有機酸など）に関し、高生産株育種・培養条件最

適化・下流工程簡素化を通じた生産コスト低減、ペレット化等の加工条件下での

安定性、安全性評価を含む法規制対応が負担となっている。 

腸内環境・生体機能制御（プロ／プレ／ポストバイオティクス等）については、

コマーシャルコンディションでは安定して効果が得られないことも多く、効果発

現条件の標準化、飼料製造加工、胃酸、胆汁耐性等を付与する製剤化や用量最適

化、目的に応じた選択と組み合わせ、農場レベルでの長期的なエビデンスの取得

などが必要とされる２）３）16）17）。 

③ 環境対策 

反芻動物のＧＨＧ排出削減に関し、農場〜地域レベルでのメタン削減量のＭＲ  

Ｖ（測定・報告・検証）手法の整備、及びクレジット等の経済的なインセンティ

ブへの接続が不十分であり 20－22）、現場導入の動機付けが弱い。 

単胃動物（豚・鶏等）のＧＨＧ・窒素排出削減に関しても、飼料側と糞尿処理

側の対策を組み合わせた最適パッケージ設計やその費用対効果・環境効果を農場

経営の意思決定に結びつける指標・インセンティブが不足している４）23－25)。 

 

（６）研究開発の方向性 

畜産業を持続的に発展させるためには、①飼料原料確保・多様化、②家畜飼育生

産における生産性向上、③環境対策に加え糞尿処理等、有機廃棄物からの肥料、エ

ネルギーの再生産など、各技術領域を統合し畜産クラスター単位の循環モデルとし

て設計・実証していくことが重要である。 

各項目①～③の研究開発の方向性について、以下に記載する。 

① 飼料原料確保・多様化 

微生物発酵により安価・大量・安定供給可能な飼料原料を創出し、未利用バ
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イオマスの高付加価値化を推進する。また、メタン資化菌・水素細菌等を活用

し、カーボンリサイクル資源やＣＣＳ回収ＣＯ２（Ｃ１資源）Ｃ１資源からタン

パク質への低コスト変換技術を確立する。 

② 生産性向上 

酵素、ペプチドなど微生物が産生する機能性物質の継続的な探索と更なる高

活性化を図り、飼料添加物として活用できるよう工業的製法、製剤化と適用設

計を高度化する。プロ／プレ／ポストバイオティクス等については、生産性・

品質向上、健康維持、抗菌物質不使用に資する有用微生物の探索を進め、ポス

トバイオティクスを基本軸に腸を起点とした全身への効果の研究を進める。利

用面では畜種・ステージ別「望ましい腸内機能プロファイル」とМＧＢＡ指標

を定義し、農場条件に応じた「プロ／プレ／ポストバイオティクス＋製剤技

術」設計により、最適な剤の選択・組合わせで効果の最大化、安定化を図る。 

③ 環境対策 

反芻動物では、ルーメン発酵制御や資材投入でメタン排出を下げ、カーボンク

レジットやサプライチェーン全体の気候対策と連携し、環境負荷低減と原単位改

善を図る。 

さらに、家畜の糞尿処理においては、反芻、単胃動物共通して、嫌気発酵によ

るバイオガス化と栄養塩回収で循環システムを構築し、エネルギー・肥料価値を

創出して経済メリットを高めることを目指す。 
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１－３．飼料・餌料等（添加物含む）の生産技術開発 

【水産】 
 

（１）技術概要 

世界的な魚粉・魚油の価格変動と需給逼迫は、養殖事業の最大の不確実要因であ

り、魚粉を代替する高品質タンパク質や魚類の必須脂肪酸（ＥＰＡ／ＤＨＡ）の安

定供給確保が国際的最優先課題となっている。国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）も、

養殖生産の拡大に伴い、魚粉／魚油の代替原料・新素材への転換が不可避であるこ

とを指摘している１）。 

養殖拡大に伴い、単細胞タンパク質（ＳＣＰ）や藻油、微生物由来の必須脂肪酸

などへの原料転換は不可避である。また、養殖の集約化・陸上化の進展で水質維持

や病原管理は高度な微生物制御に依存し、プロバイオティクスや生物防除を含む

https://doi.org/10.3390/agronomy14122973
https://urldefense.com/v3/__https:/doi.org/10.3389/fmicb.2023.1284603__;!!OybgOuQc1Q!TsOADrKR7fkiI7juMqGDaSjct1aX6ayW_JmtnXYfJidpVsxCkGcJ3Gvx8GM-5DrdsJZw1sD90Mw08U3-Yu_qYiQ$
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「微生物生態系設計」が競争力の鍵になりつつある。特に再循環システムでは、微

生物群集による硝化・脱窒・有機物分解の最適化が飼育密度と生産性を左右するた

め、飼料（代替飼料原料：ＳＣＰ／藻油／発酵副産物等）と、養殖システム（ＢＦ

Ｔ／ＲＡＳ等における微生物群集制御：水質浄化・病原管理）を一体で設計・評価・

実証する研究開発が求められる。これら課題に対して、微生物活用技術の主要技術

領域を「①魚粉／魚油代替飼料」「②養殖の集約化・陸上化」の２領域とし、それ

ぞれのサブ領域について整理する。 

 

図Ⅵ－１－３－１ 世界の漁獲漁業・養殖業の生産量の推移 1) 

         漁獲漁業生産量（青・水色）は 1990 年代以降伸び悩み、伸び続ける 

         養殖業生産（赤・桃色）に必要な魚粉/魚油の供給に必要な天然魚の 

確保が困難になりつつある。 

 

① 魚粉/魚油代替飼料 

この領域は、持続可能な水産養殖の実現を目的とする。「未利用資源の酵素分

解・発酵利用」は、食品・農業残渣、水産加工副産物等を酵素分解と微生物発酵

で処理し、抗栄養因子の低減と消化性の向上を図る技術である２）。 

「ＳＣＰ及び微細藻類の利用」は、微細藻類由来脂肪酸（ＥＰＡ／ＤＨＡ等）

や、微生物バイオマス由来タンパク質（ＳＣＰ）等の微生物由来素材を魚粉代替・

機能性原料として利用する技術である５）７）９）13）。 

② 養殖の集約化・陸上化 

循環式陸上養殖（ＲＡＳ）は陸上で高度な環境制御と高密度養殖を実現するシ

ステムであり、バイオフロック技術（ＢＦＴ）はそのシステム内などで効率的な
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生産を支える技術要素の一つである。ＢＦＴは、従属栄養細菌群がアンモニア等

を同化してフロックを形成し、魚介類がこれを採食することで栄養循環と給餌削

減を実現する技術であり、養殖の集約化（高密度化）に寄与する。ＢＦＴは開放

系にも活用できるが、ＲＡＳとの親和性が高い６）８）。 

「プロバイオティクス及び好気的脱窒菌による水質管理」は、乳酸菌等のプロ

バイオティクス投与や好気的脱窒菌を活用し、養殖環境の水質改善・疾病制御を

図る技術である４）。 

 

（２）研究動向 

魚粉代替となる微生物由来タンパク質や微細藻類の栄養特性評価、プロバイオ

ティクスによる腸管・免疫機能の制御、ＢＦＴ・ＲＡＳにおける微生物群集制御

や排水処理技術の高度化など、餌原料と養殖システムの両面で研究が進展してい

る。現在の動向を各項目①～②について、以下に記載する。 

① 魚粉/魚油代替飼料 

未利用資源の酵素分解・発酵利用については、食品残渣・農業残渣等を酵素分

解や微生物発酵で処理し、抗栄養因子の低減と消化性の向上を目指す研究が進展

している２）。特に、発酵によるアミノ酸組成の改善や、酵素処理によるリン利用

効率の向上に関する知見が蓄積されつつある。ＳＣＰ及び微細藻類の利用につい

ては、メタノール資化細菌由来ＳＣＰをエビ・サーモン等で評価し、魚粉の部分

〜全量代替の妥当性を成長・生存・官能面から検証する報告がみられる７）｡また､

微細藻類を餌原料･添加物として活用した場合の脂肪酸プロファイル､免疫賦活､

色揚げ､水質への影響が整理され､魚粉の部分代替や機能性原料としての可能性

が示されている５）。 

② 養殖の集約化・陸上化 

ＢＦＴ及びＲＡＳでは、炭素源の追加によりヘテロ栄養細菌群がアンモニア 

等を同化してフロックを形成し、魚介類がこれを採食することで栄養循環と給餌 

削減を同時に達成し得ることが示されている６）。ＢＦＴ環境下の微生物群集動態解

析や最適Ｃ／Ｎ比の検討も進んでいる。プロバイオティクス及び好気的脱窒菌によ

る水質管理では、乳酸菌等の投与により魚類・甲殻類の成長・免疫・生存率向上や

水質改善の効果が整理され、菌株選抜・投与経路・複合利用の方向性が提示されて

いる４）。さらに、好気的条件での Pseudomonas hunanensis の脱窒メカニズムが検

討され、養殖排水の浄化能力が評価されている８）。 



53 
 
 

 

図Ⅵ－１－３－２ 水生動物にプロバイオティクスを投与した際の主な利点 4) 

水生動物にプロバイオティクスを投与した際の主な利点は、(１) 水環境中の 

微生物（硝化、脱窒、水質、病原体）に関するものと、(２) 腸内微生物 

（疾病・ストレス耐性、消化の改善、成長促進、繁殖促進、免疫機能、栄養素供給

源）に関するものの２群に大別される。 

 

（３）実装化動向 

一部の代替タンパク質や微細藻類製品、天然アスタキサンチン含有添加物、ＢＦ

Ｔ・ＲＡＳなどは既に商業レベルで導入されており、微生物の活用は水産飼料原料・

養殖システムとして一定の実績を持つが、魚種・地域・価格帯は更なる改善が望ま

れる。実装化における現在の動向を各項目①～②について、以下に記載する。 

① 魚粉／魚油代替飼料 

既存バイオガスプラントを嫌気性消化プラントとして活用し、農業残渣の発酵に 

より微生物タンパク質を生産して魚類用飼料原料として利用する循環プロセスが

提案されている９）。メタン発酵細菌等によるＳＣＰを活用することで餌の魚粉依存

度低減を狙う特許も複数出願されている 14－16）。ＳＣＰ製品では、メタノール資化

細菌由来ＳＣＰがサーモン・スズキ目等で魚粉部分代替原料として商用利用を開始

し、中国では水産飼料用途で当局承認を取得している７）13)。 
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図Ⅵ－１－３－３ 農業廃棄物からの循環型微生物タンパク質生産９）  

農業残渣を嫌気消化（バイオガス化）し、揮発性脂肪酸（ＶＦＡ）の豊富な液

相を発酵させて微生物タンパク質（ＭＰ）を生産→固液分離→飼料化する循環

プロセスを示す。固形分は肥料、バイオガスはエネルギーとして回収される。 

 

微細藻類・色素添加物では Nannochloropsis 濃縮液が稚魚用餌料・生物餌の栄養

強化に利用され 10)、Paracoccus 由来アスタキサンチン製剤 11）や藻類プロテイン 12)

がサーモン・マス・マダイ等の色揚げ・抗酸化目的で市販されている。 

② 養殖の集約化・陸上化 

高密度養殖システムにおいてＢＦＴやＲＡＳを活用した商業規模施設が国内

外で増加している。ＢＦＴの商業導入では、エビ類・ティラピア等を対象に、東

南アジア・南米などで大規模ＢＦＴ養殖が行われており、給餌量削減・増肉係数

改善・水質管理などの効果が報告されている６)。ＲＡＳの普及では、高付加価値

魚種を中心に欧米で大規模ＲＡＳ施設が稼働し、プロバイオティクス投与やバイ

オフィルター管理を組み合わせた微生物制御により疾病リスク低減・水質安定化

が図られている４ ） ６ ）。脱窒バイオリアクター関連では、好気的脱窒菌（ P. 

hunanensis）などを用いた好気的脱窒リアクターが、循環水や排水の硝酸除去プ

ロセスとして試験されており、簡便な運転条件で高い除去率が得られることが示

されている８）。 

 

（４）研究課題 

各項目①～②の課題について、以下に記載する。 

① 魚粉／魚油代替飼料 

ＳＣＰ・微細藻類ごとのアミノ酸バランス・ペプチド・機能性成分の評価や、

魚種・ライフステージ別の最適配合率の科学的根拠が十分でなく２）３）５）７）、加

えて、対象生物種ごとに好ましいＳＣＰの要件が異なるため、ＳＣＰとして使用

する微生物種の探索・選定・改良を行う必要がある。また、原料処理条件（酵素

分解・発酵）と腸内細菌叢・免疫応答との関係を指標とした評価系の整備が必要

である４）５）。水素細菌活用では、安全かつ効率的なガス基質の供給方法、カーボ

ンリサイクルによる大規模生産への対応等新しい培養技術の開発が不可欠であ

る。 

② 養殖の集約化・陸上化 

ＢＦＴ・ＲＡＳ内部の微生物群集構造と物質循環（窒素・有機物・病原菌抑制）

の関係をメタゲノム等で定量的にモデル化する研究が途上であり４）６）、好気的脱

窒菌やプロバイオティクス等の追加投入と在来微生物群集との相互作用・長期安

定性の解明が求められる４）６）８）。 
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（５）実装化課題 

各項目①～②の実装化における課題について、以下に記載する。 

① 魚粉/魚油代替飼料 

ＳＣＰ・微細藻類原料は、原料コストの高さやスケールアップ時の収率低下、]

安全性対策・自動制御等の技術課題に加え、原料供給から培養生産、加工、流

通・販売までのサプライチェーンを構築し、必要量を安定供給できる体制を確

立することが求められる２）３）９）13）。対象種の嗜好性も重要であり配合設計や加

工方法の開発が不可欠である。また、ＳＣＰの社会実装には採算性確保が重要

であり、タンパク質生産の効率化に加えて、脂質・色素・機能性成分等の高付

加価値副産物を組み合わせた事業モデルの検討も求められる。ＳＣＰや新規微

細藻類原料に関する規制承認及び表示・トレーサビリティ対応に時間と費用を

要することも課題となっている９－13）。さらに、飼料・餌料として利用する際の

安全性評価と、その結果の適切な情報開示を通じた社会的受容性の確保が、実

装化に向けた重要課題となる。 

② 養殖の集約化・陸上化 

高密度養殖システムの初期投資に加え、運転コスト（水温・水質維持のための

エネルギー、循環ポンプ動力、専門人材の人件費等）が高く中小規模事業者には

導入ハードルが高い６）。ＢＦＴの濁度管理・フロック制御、ＲＡＳのバイオフィ

ルム汚れや機器維持などメンテナンス負荷が高く６）８）、排水規制・臭気規制への

適合や、栄養塩回収・ＧＨＧ削減等の環境価値をビジネスとして評価・還元する

枠組みが不十分である。 

 

（６）研究開発の方向性 

微生物活用による魚粉代替飼料・集約化養殖システムの研究開発は、栄養バラン

ス・消化性・水質安定性・コスト・スケール化・規制等の課題に直面している。魚

粉依存からの脱却と環境負荷低減を同時に達成するためには、代替飼料開発とＢＦ

Ｔ・ＲＡＳ等の集約型養殖システムを、微生物機能・腸内細菌叢・水質制御を含め

て一体的に設計・実証する研究開発が重要である。各項目①～②の研究開発の方向

性について、以下に記載する。 

① 魚粉/魚油代替飼料 

未利用資源の酵素分解・発酵利用については、持続性の観点からバイオマス

資源の高度利用とＣＯ２の資源化技術を開発する。次に、ＳＣＰの利用に関して

は、培地原料として穀物に依存しない代謝系を有する微生物（水素細菌やメタ

ン資化菌など）の活用を検討するとともに、培養系の高効率化（ガス移送・基

質利用効率の向上、エネルギー負荷低減）及び大規模化（安全設計を含むスケ
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ールアップ、生産コスト最適化）の技術を開発する。さらに、原料調達から発

酵・下工程・物流・配合に至るまで一貫したサプライチェーンと品質管理を構

築し、供給の安定性を確保する。加えて、微細藻類の利用については、ＳＣ

Ｐ・微細藻類を組み合わせたブレンド設計と魚種・成長段階別の最適配合モデ

ルを構築するとともに、社会受容性の確保に向けて原料由来や製造工程の透明

な情報開示ならびに表示・トレーサビリティ体制を整備する。 

 

図Ⅵ－１－３－４ 餌原料・飼料添加物として用いる 

微細藻類培養のための多様なバイオリアクター５）  

 

② 養殖の集約化・陸上化 

プロバイオティクスの水産利用については、健全で高品質な水産物を生産する 

ための腸内細菌活用技術を開発する。次に、ＢＦＴの利用については、養殖場の

水質管理や生物防除機能を高めるために微生物を活用する技術を高度化すると

ともに、日本の地域条件（用水制約・電力コスト・気候）を踏まえた小〜中規模

向けＢＦＴ・ＲＡＳモジュールの開発と、代替タンパク質原料との組合せによる

「低魚粉・高効率・低排水」モデルを構築する。さらに、好気的脱窒菌による養

殖排水処理については、ＢＦＴ・ＲＡＳ・脱窒処理・藻類培養等を組み合わせた

「統合微生物システム」の標準フローを設計し、実証試験を通じて運転条件と魚

体成績・環境指標の関係を定量化する。 
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２．微生物を活用した食料生産技術開発（健康に資する 

食品を含む） 
 

 発酵技術の高度化と多様化 ― 伝統発酵と非伝統発酵の整理 

世界的な食料需要の増大と、日本の人口減少・高齢化進行の中で食料供給力を

維持しつつ、環境負荷低減と健康志向に応えるため、農林水産分野では、日本が

得意とする微生物発酵技術を最大限に活用した「微生物を軸とした新しい食料シ

ステム」の構築が求められている。 

その中で、中核をなすのが、日本が長い歴史の中で培ってきた伝統発酵（多菌

叢による食品発酵１））と代替タンパク質や高機能成分などを生み出す非伝統発酵

（精密発酵・バイオマス発酵・ＳＣＰ生産・微細藻類利用）である。なお、本構

想では、世界的なタンパク質不足への対応策としてＳＣＰを、また新たな食料生

産技術として期待される微細藻類を、それぞれ重要領域としてクローズアップし

て整理する。 

伝統発酵は、「文化・テロワール・健康」を支える食文化基盤として、非伝統発

酵は「新たなタンパク質源・機能性素材・資源循環」を担う技術として位置付け

られ、いずれも微生物・発酵プロセスの科学的理解とエビデンスの蓄積が鍵とな

る２） 。 

 

図Ⅵ－２－１ 発酵食品における微生物群集の形成プロセス１）を基に生研支援センター作成  
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２－１．伝統発酵による高付加価値食料生産技術開発 

（１）技術概要 

伝統発酵は、乳酸菌・酵母・麹菌等の多菌叢が原料を分解・変換し、香味・機

能性・保存性・安全性を同時に実現する複合技術である。日本では味噌・醤油・

清酒・漬物など多様な製品群がある。 

近年、メタゲノム・メタボロミクスなどのマルチオミクス解析やＡＩを活用し

た解析が進み、微生物間の相互作用や環境条件が風味・健康機能に与える影響が

明らかになりつつある。 

その価値を科学的に再設計するため、伝統発酵における微生物活用の主要技術

領域を①菌叢生態・発酵メカニズムの可視化・モデル化、②スターター・複合微

生物群集設計と工程安定化、③官能・機能の統合設計（美味しさ×健康）、④地域

テロワール設計・ブランド化、の４領域として整理する。 

① 菌叢生態・発酵メカニズムの可視化・モデル化 

この領域は、発酵プロセスのブラックボックス解消を目的とするものであり、

メタゲノム・メタトランスクリプトーム解析等を用いて多菌叢の構成・代謝ネッ

トワーク・発酵ダイナミクスを可視化・モデル化する技術である１）３－５）。 

② スターター・複合微生物群集設計と工程安定化 

この領域は、発酵品質の安定化と制御を目的とするものであり、目的とする風

味・機能をもつスターター菌株／混合微生物群集を設計し、品質ばらつきと衛生

リスクを低減する技術である３－７）。 

③ 官能・機能の統合設計（美味しさ×健康）  

この領域は、高付加価値化を目的とするものであり、官能評価（味・香り・食

感）と健康機能（腸内環境・免疫等）を統合的に設計する技術である。発酵プロ

セスの中で、プロ／プレ／ポストバイオティクスの組成や活性をコントロールす

ることで、「美味しさ」と科学的エビデンスに基づく機能性を両立させるエビデ

ンスに基づく製品設計を行う１）８）。 

    ④ 地域テロワール設計・ブランド化 

この領域は、地域ブランドの創出を目的とするものであり、地域固有の発酵

環境（気候・水・原料・設備）と菌叢構造・官能特性を関連づけ、微生物テロ

ワールを科学的に指標化して国際的に通用するブランド価値を創出する技術で

ある１）９）。 
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図Ⅵ－２―１―１ ブドウ園における地域テロワール形成の概念図９）  

 

（２）研究動向 

伝統発酵による食料生産技術開発では、メタゲノム／メタオミクスや高スループ

ット培養に加え、機械学習・ＡＩ を用いて菌叢構造・代謝ネットワーク・官能特性

を統合的に解析し、再現性の高い発酵プロセス設計へとつなげる研究が進展してい

る。 

同時に、プロバイオティクス・プレバイオティクス・ポストバイオティクスの概

念を取り込んだ「健康発酵食品」の設計及び微生物テロワールに基づく地域ブラン

ド化・観光資源化の可能性が検討されている。 

現在の動向を各項目①～④について、以下に記載する。 

① 菌叢生態・発酵メカニズムの可視化・モデル化 

伝統発酵食品のメタゲノム・メタトランスクリプトーム解析により、主要菌叢・ 

代謝経路・発酵段階ごとの遷移が整理されつつある１）３）10）11）。また、ＡＩを活

用して複雑な微生物間相互作用を解明する試みも始まっている。 

② スターター・複合微生物群集設計と工程安定化 

伝統食品由来の菌株バンク構築と、低塩性・フレーバー・安全性などの価値

向上を目指したスターター／複合微生物群集の設計が進展している３）６）７）

12)13）。特に、複数微生物を組み合わせた共培養スターターの研究が注目されて

いる。 

③ 官能・機能の統合設計（美味しさ×健康）  

ヒト試験・疫学研究により、発酵食品の摂取と腸内環境・代謝・炎症指標と

の関連が検討され、健康効果の整理と官能評価・化学成分分析の連結が進んで

いる８）。乳酸菌・酵母由来のプロバイオティクス、発酵原料・食物繊維由来の

プレバイオティクス、ポストバイオティクスの候補探索も進展している 14）15）。
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さらに、乳酸菌などが分泌する細胞外小胞（ＥＶｓ）を新たなポストバイオテ

ィクスとみなす研究が進み、Lactobacillus 属由来ＥＶｓが腸管バリアや炎症

応答を調節し、腸内細菌叢や宿主免疫を介して代謝疾患や炎症性腸疾患の改善

に寄与しうることが示唆されている 16）。 

④ 地域テロワール設計・ブランド化 

地域固有の発酵環境（気候・水・原料・設備）と菌叢構造・官能特性を関連づ

け、「微生物テロワール」を科学的に指標化する研究が進展している 17）18）。これ

により、地域の独自性を科学的に証明する手法が確立されつつある。 

 

（３）実装化動向 

伝統発酵の産業化では、職人の経験知を再現性の高い工程へ落とし込むスタータ

ー設計と標準操作手順の整備を軸に、機能性とストーリー性を備えた高付加価値商

品の開発が進んでいる。 

科学的エビデンスに基づく機能性表示や輸出、地域テロワールを活かした観光・

ブランド戦略といった価値の「見える化」も広がり、発酵乳・飲料分野ではビフィ

ズス菌の生残性向上や腸内細菌叢の改善を目指す設計が進展している。 

現在の動向を各項目①～④について、以下に記載する。 

① 菌叢生態・発酵メカニズムの可視化・モデル化 

製品ごとの「標準菌叢プロファイル」を設定し、品質管理やトレーサビリティ

に活用する動きがみられる２）19）。これにより、製品の安定供給とブランド保護が

可能となることが期待されている。 

② スターター・複合微生物群集設計と工程安定化 

パン、酒類、乳製品、漬物等の多くの発酵食品で在来株由来スターター製剤

の商品化が進み、各国で市場が拡大している 20）。国内企業においても、ビフィ

ズス菌の生残性向上や腸内細菌叢の改善を狙った発酵乳の製造方法・スタータ

ー設計に関する特許が出願されている 21）22）。 

③ 官能・機能の統合設計（美味しさ×健康）  

プロバイオティクス乳酸菌や発酵由来ペプチド等を活用し、「血圧・血糖・腸

内環境」などをターゲットとする機能性発酵食品が商業的に展開されている 23）

24）。特に、死菌体や代謝産物が健康機能を発揮する「ポストバイオティクス」は、

生菌の生存性を問わないため加工食品への応用が容易であり、プラズマ乳酸菌

（免疫機能表示）のような大型製品も生まれつつある 25)。 

また、プロバイオティクス／プレバイオティクス／ポストバイオティクスを用

いた、肥満・血糖・脂質代謝、ストレスなどを対象としたヨーグルトや発酵乳飲

料、オリゴ糖の機能性食品・サプリメントの開発が進み、国内外で臨床試験デー

タが蓄積しつつある 23)24)26）。 
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さらに、近年は、伝統的な発酵プロセスを基盤にしつつ、機能性成分の保持（発

酵・流通過程での低下抑制）や機能性素材の付加によって健康価値を高める製品

設計の動きもみられる。例えば、リコピン含有野菜と乳酸菌スターターの組み合

わせにより、発酵食品中のリコピン低下を抑制しつつ、疾患（高血圧等）への機

能を訴求する特許出願例やニコチンアミドモノヌクレオチド（ＮＭＮ）含有ヨー

グルトの出願例も見られる 27,28）。 

④ 地域テロワール設計・ブランド化 

発酵食品・発酵調味料を地域の食文化や環境条件と結び付けて捉え、また地

域ブランドの制度的裏付けとして地理的表示（ＧＩ）等の仕組みを活用し、観

光資源（フード／ガストロノミーツーリズム）として活用する可能性が注目さ

れている 31－35）。発酵は文化と自然が交差する食の変換プロセスであり、食の遺

産や景観（food heritages/landscapes）と結び付けて「場所の価値」を可視化

し得ることが指摘されている 32）。ユネスコの無形文化遺産に登録された「和

食」や「伝統的酒造り」が示すように、日本各地では「風土に即した発酵技

術」（味噌・醤油・日本酒など）が発達しており 29-31)、こうした地域固有の原

料・菌・製法の物語を品質設計・体験設計・情報発信と統合した、越後・秋

田・越中味噌や、沖縄・鹿児島の調味料や麴づくりをプログラム化した宿泊施

設など、いわゆる「発酵テロワール」として地域ブランド（観光・輸出等）に

展開する手法が検討されている 32－35）。 

 

（４）研究課題 

各項目①～④の課題について、以下に記載する。 

① 菌叢生態・発酵メカニズムの可視化・モデル化 

汎用的な解析プロトコルや指標が食品ごとにばらばらで、比較・統合が難しい

という課題がある２）19）20）。さらに、多菌叢システムの長期安定性（変異・ウイル

ス・汚染など）に関する理解が不足している２）19）20）。 

② スターター・複合微生物群集設計と工程安定化 

共培養スターター設計の一般原理（種の組み合わせ・比率・接種タイミング等）

が未整理であることが課題として挙げられる４）19）。 

③ 官能・機能の統合設計（美味しさ×健康）  

官能評価・化学分析・臨床試験の結果を統合する標準的フレームワークが存

在せず、プロ・プレ・ポストバイオティクスとしての効果指標・用量設定も未

整備である 21）22）。 

④ 地域テロワール設計・ブランド化 

個別でのブランド化の構築が進む一方、「テロワール」を定量化する共通指標

（微生物×原料×環境）が確立していない 17）。 
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（５）実装化課題 

各項目①～④の実装化における課題について、以下に記載する。 

① 菌叢生態・発酵メカニズムの可視化・モデル化 

蔵・工場ごとにデータ形式が異なり、横断的な知見共有が困難であるうえ、解

析コストが高く中小企業には導入障壁が大きい 19）20）。 

② スターター・複合微生物群集設計と工程安定化 

在来株・自社株の有効な知財化を図る上でのエビデンス不足や、共培養する

上での生産技術開発が不十分である。 

③ 官能・機能の統合設計（美味しさ×健康）  

機能性表示や海外規制に対応するための標準化された評価法・表示枠組みが

整備途上である 1)。また、ポストバイオティクスについては、菌体成分や代謝

物の同定・規格化に関する国際的な合意形成も課題となっている。長期摂取時

の安全性・相互作用データも不足している。 

④ 地域テロワール設計・ブランド化 

研究・データ蓄積が異なることから、地域ごとのテロワール設計をする上で

の水平展開ができにくい。 

 

（６）研究開発の方向性 

伝統発酵は、長い歴史の中で安全性・美味しさ・地域性が経験的に担保されてき

たが、その価値を科学的に説明し、国際市場で展開するための「エビデンスと標準

化」が依然としてボトルネックとなっている。地域ごとの多様な菌叢や伝統的製法

と両立させながら、菌叢の多様性・職人技・地域性といった強みを損なうことなく、

再現性・機能性・安全性評価・社会受容性・知財・人材といった横断課題をどのよ

うに解決するかが、今後の研究開発における主要な論点である。 

そのため、今後の伝統発酵に関する研究開発では、①複合微生物群集の生態と発

酵メカニズムを多層オミクスで解明し、②スターター及び工程設計に落とし込み、

③プロバイオティクス・プレバイオティクス・ポストバイオティクスを組み合わせ

て「美味しさ」と「健康機能」を統合設計し、④テロワール科学とブランド戦略に

結び付ける橋渡し研究が求められる。これにより、経験知として蓄積されてきた日

本の発酵文化を、新しい食品の開発や食品の差別化・高付加価値化といったゴール

を見据えた形で、国際的に通用するエビデンスベースの産業・観光・健康戦略とし

て再構築することが期待される。例えば、さらに機能性を付与した発酵食品や、和

食の伝統と先端バイオを融合させた高付加価値製品の開発など、「美味しさ」と「健

康機能（ポストバイオティクスの活用等）」を両立させた次世代型発酵食品の開発

を目指し、新たな市場の創出を図る。 
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技術領域別の詳細な研究開発の方向性について、以下に記載する。 

 
図Ⅵ－２―１―２ 研究開発の方向性の流れ  

 

① 菌叢生態・発酵メカニズムの可視化・モデル化 

多菌叢の動態と代謝ネットワークをメタゲノム／メタトランスクリプトーム

／メタボロームで統合解析し、失敗せずに狙った香味を出すための設計指針とし

て整理する。さらに、簡便な指標菌・バイオマーカーを用いた現場向けモニタリ

ング技術を開発する。 

② スターター・複合微生物群集設計と工程安定化 

在来株を核としたスターター／複合微生物群集の設計法（株の組合せ・比

率・条件）を体系化し、モデル化・データベース化を図る。温度・ｐＨ・塩分

などの工程条件とリンクさせた「デジタルレシピ」を構築する。 

③ 官能・機能の統合設計（美味しさ×健康）  

伝統発酵食品由来の乳酸菌・酵母・麹菌を対象にプロバイオティクスとして

の条件（株レベルの同定・安全性・機能性）を整理し、臨床・介入研究と連携

する。また、プロバイオティクス・プレバイオティクス・ポストバイオティク

スのマイクロバイオームに対する機能を整理したうえで、発酵食品中の微生

物・基質・代謝産物を統合的に組み合わせ、「美味しさ」と「エビデンスに基づ

く健康機能」を両立させる製品設計と評価手法を確立する。 

④ 地域テロワール設計・ブランド化 

菌叢構造・官能評価・機能性指標を統合した「テロワール・プロファイル」を

作成し、その可視化を行う。さらに、テロワール・ストーリーと科学データを組

み合わせたエビデンスベースのブランド戦略・観光プログラムを構築する。 
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２－２．微生物による食料生産技術開発（伝統発酵以外） 

（１）技術概要 

伝統発酵以外の微生物による食料生産では、①精密発酵、②バイオマス発酵、③

ＳＣＰ生産、④微細藻類利用※などの微生物や技術を用いて、タンパク質・脂質・

機能性成分を高効率に生産する動きが世界的に加速している。 

これらは、家畜・水産・植物由来に依存した供給構造を補完しつつ、環境負荷の

低減や未利用資源の高度利用を目指す食料システムの中核技術として位置づけら

れる。 

※  技術分類上の留意点：広義の「バイオマス発酵」には、ＳＣＰ生産や微細藻類

利用も含まれるが、本構想では「タンパク質不足への対応としての「ＳＣＰ生

産」と、光合成利用や多機能成分生産が可能な食料生産技術として有望な「微

細藻類利用」について、その重要性に鑑み独立した項目としてクローズアップ

して記載している。なお、技術領域としての「ＳＣＰ生産」「微細藻類利用」
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は以下、「ＳＣＰ」「微細藻類」と記載している。 

 

① 精密発酵 

遺伝子導入・ゲノム編集等により設計した微生物を用い、特定のタンパク質・

ペプチド・脂質等を高選択的に生産する発酵技術である 1-3)。主な対象成分・用

途例としては、乳タンパク質（ホエイ・カゼイン・ラクトフェリン）、酵素、甘

味タンパク質、ヘム様色素、機能性ペプチド等がある。 

 

図Ⅵ－２―２―１ 精密発酵食品の生産プロセス 3)を基に生研支援センター作成  

② バイオマス発酵 

農産副産物・食品残渣などの有機バイオマスを基質とし、有機酸・色素・油

脂・タンパク質等へ変換あるいは増殖した微生物菌体そのものを高付加価値な

タンパク質を資源として利用する発酵技術であり、サーキュラーエコノミーの

実現に寄与する 4-6)。主な対象成分・用途例としては、カカオ果皮や果実搾りか

すからの香味成分・色素・有機酸、油脂やタンパク質のアップサイクルがあ

る。また、微生物菌体由来の飼料・食品原料がある。 

③ ＳＣＰ 

細菌・酵母・糸状菌・藻類などの微生物バイオマス自体を高タンパク原料とし

て利用する技術 4-6)。バイオマス発酵の一形態であるが、代替タンパク質源とし

ての重要性が極めて高いため特記する。主な対象成分・用途例としては、ガス発

酵由来タンパク質（ＣＯ２／Ｈ２／ＣＨ４）、メタノール・酢酸利用ＳＣＰ、飼料・

食品用高タンパク質粉末などが挙げられる 4-6)。 

④ 微細藻類 

微細藻類を光合成またはミックス栄養で培養し、タンパク質、脂肪酸（ＥＰ

Ａ／ＤＨＡ）、色素・多糖を生産する技術である 6-8)。ＳＣＰ同様、菌体利用の

側面を持つ。主な対象成分・用途例は、食品・飼料用タンパク質、ＥＰＡ／Ｄ

ＨＡ、アスタキサンチン、ルテインなどの機能性成分がある 6-8)。 
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図Ⅵ－２―２―２ 代替タンパク質の生産プロセス（微生物由来タンパク質（Ｃ）） 9) 

 

（２）研究動向 

非伝統発酵に関する研究は、①精密発酵による高機能タンパク質の設計、②バイ

オマス発酵による未利用資源の高付加価値化、③ＳＣＰの代謝工学・ガス発酵、④

微細藻類の栄養・機能性評価と培養プロセス高度化という４つの軸で急速に進展し

ている。 

また、共通してライフサイクル環境負荷の低減と栄養・機能性の両立を狙った設

計指向の研究が増加している。各項目①～④の研究動向については、以下に記載す

る。 

① 精密発酵 

乳タンパク質（カゼイン、ホエイプロテイン）、卵白タンパク質（オボアルブ

ミン）、肉タンパク質（ミオグロビン、コラーゲン）等の動物由来タンパク質の

構造・機能を模倣したタンパク質設計、糖鎖修飾・分泌経路の最適化、宿主の代

謝工学・シャーシ設計に関する研究が拡大している１）２）。 

また、環境影響・資源利用の観点から、基質多様化（副産物糖液等）や副産物

の循環利用を前提とした原料・プロセス設計の研究も増加している１）２）10）。 

② バイオマス発酵 

果実搾りかす・穀類副産物・カカオ果皮などの低価値バイオマスからの機能性

成分（ポリフェノール、有機酸、色素）の回収・安定化、人の腸内環境や官能特

性に与える影響評価に関する研究開発が進んでいる４－６）９）。また、固体発酵・

混合培養による風味・機能性向上の検討も進展している４－６）９）。 
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③ ＳＣＰ 

多様な基質（糖、グリセロール、メタノール、ＣＯ２／Ｈ２／ＣＨ４等）を利

用する微生物の代謝工学と培養設計が進展している４－６）。特にガス発酵では、

ガス溶解・安全性を踏まえたリアクター設計と菌株改良に関するレビュー・事

例研究が蓄積してきている４－６）11）。 

④ 微細藻類 

高タンパク質株や高ＥＰＡ／ＤＨＡ株、カロテノイド高生産株の探索とゲノ

ム・トランスクリプトーム解析が進み、栄養・機能性と培養条件を結びつける研

究が増加している７）８）10）12）。また、光利用効率・ＣＯ２固定・水利用の観点から

の培養プロセスの最適化に関する研究も進展している７）８）10）12）。 

 

図Ⅵ－２－２－３ 微細藻類による持続可能な食料・飼料供給７）を基に生研支援センター作成 

 

（３）実装化動向 

実装化の面では、精密発酵乳タンパク質やＳＣＰを用いた食品・飼料、微細藻類

由来機能性成分などの製品が既に市場に登場している。 

一方で、ＥＵの Novel Food や米国のＧＲＡＳ（自己認証）の制度下で、各国ご

とに承認・ラベリング要件が異なり、ＬＣＡ・安全性評価・規制対応のためのデー

タ整備が事業拡大の前提となっている。現在の動向を各項目①～④について、以下

に記載する。 

① 精密発酵 

乳タンパク質（ホエイ・カゼイン・ラクトフェリン）、卵白タンパク質、ヘム

様色素等が北米・シンガポール等で製品化され、乳製品・アイス・パン向け材料

として利用され始めている１－３）。一方で、米国・シンガポールでは承認事例が蓄

積しているが、承認手続きには数年単位を要することも多い。また、EU では、

Novel Food 規制により承認プロセスに時間を要しており、多くの製品が申請中

または開発段階にある９）10）13）14）。 

Liberation Bioindustries は、米国インディアナ州で総発酵容量 60 万 L 規模

の精密発酵工場を建設中であり、同設備により年産 1,000t 程度のタンパク質生

産を見込んでいる。同社は、米国を起点に計６地域で製造拠点を展開しており、
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NEOM Investment Fund の支援の下、サウジアラビアへも進出し、バイオマニュ

ファクチャリング拠点の構築を加速している 15）。 

② バイオマス発酵 

カカオ果皮・果汁搾りかす等の副産物からの香味成分・有機酸・色素の回収・

製品化事例が増加している４－６）９）。また、一部企業では、アップサイクル認証

やカーボンフットプリント表示と連動したブランド展開が進んでいる４－６）９）。 

③ ＳＣＰ 

天然ガスや工業由来のＣＯ２を利用したＳＣＰの商業プラントが稼働し、飼料

向けが中心だが、食料生産へも展開中である４－６）。個別企業では、味の素がフィ

ンランド企業のソーラーフーズが開発したＣＯ２由来タンパク質のソレインを使

用した製品をシンガポールで上市した 16）。また、米国の Air Protein は、ＣＯ２

由来タンパク質を最短４日で生産する低資源プロセスを確立し、米国でＧＲＡＳ

自己認証を取得、ＡＤＭと連携して商用化を推進中である 17）。他方、ＣＯ２由来

タンパク質やメタノール・酢酸を利用したＳＣＰ生産は、規制評価と消費者受容

性の課題を抱えつつ、パイロット〜商業実証段階にある４－６）11）。 

④ 微細藻類 

ＥＰＡ／ＤＨＡ・アスタキサンチン・ルテイン等の機能性成分としてのサプ

リメント・飲料素材が既に市場に定着している７）８）10）12）。一方で、藻類タン

パク質を主要タンパク質源とする食品・飼料はコスト・色・風味・消費者受容

性の面で実証段階にとどまる事例が多い７）８）10）12）。 

 

（４）研究課題 

非伝統発酵の各技術では、「多様な基質・株を扱うための標準化」、「プロセス・

安全性・ＬＣＡの統合指針」が共通のボトルネックとなっている。各項目①～④の

課題について、以下に記載する。 

① 精密発酵 

宿主・製品タンパク質の安全性・栄養・機能の長期データ、ＬＣＡとリンクし

たプロセス設計指針が限定的である１－３）。また、複雑な糖鎖構造や官能特性の再

現に関する基礎知見も不足している１）２）。 

② バイオマス発酵 

原料ごとの組成変動・安全性（汚染物質・アレルゲン等）を踏まえた標準的評

価フレームが不足している４－６）９）。また、固体発酵・混合培養のメカニズムも

まだ未解明な部分が多い４－６）９）。 

③ ＳＣＰ 

多様な基質利用と代謝フローを統合したモデル化・安全性評価（核酸、細胞壁

成分等）が十分に確立されていない４－６）９）10）。また、人の栄養・腸内環境への
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長期影響の知見も限られている４－６）９）10）。 

④ 微細藻類 

種・株ごとの栄養・機能性・安全性データの体系化が不十分である７）８）10）12）。

また、培養条件と成分プロファイルを結びつけるモデルも確立されていない７）８）

10）12）。 

 

（５）実装化課題 

非伝統発酵の各技術では、「生産規模拡大時の安定性」、「規制・コスト・社会受

容性」が共通のボトルネックとなっている。精密発酵・ＳＣＰ・藻類等の個別事情

はあるものの、「データ標準化・評価法・共用インフラ」が不足している点が、産

業化全体を制約している。各項目①～④の実装化における課題について、以下に記

載する。 

① 精密発酵 

規模を拡大していく中での物性変化（酸素供給・混合・粘度）への対応が難し

い１－３）。また、Novel Food／ＧＲＡＳ（自己認証）の審査に必要なデータセット

の標準が不明瞭で、企業側の負担が大きい９）10）13）14）。加えて、遺伝子組換えへ

の懸念を背景に、消費者受容性・表示の在り方も課題となっている９）10）13） 14）。 

② バイオマス発酵 

原料調達・前処理コスト、品質のばらつきがビジネスとしての採算性を圧迫し

ている４－６）９）18）。また、アップサイクル表示・認証の基準が地域ごとに異なり、

市場展開が複雑化している点も課題である９）。 

③ ＳＣＰ  

ガス発酵ＳＣＰなどでは、ガス供給・エネルギーコスト、設備安全性が経済

性を左右する点が課題として挙げられる４－６）９）10）。また、新規タンパク質源

としてのラベリング・許可取得も時間とコストがかかる９）10）。加えて、麹菌由

来ＳＣＰは麹特有の香味・色調が残るため、味・食感・色の設計も重要な課題

となっている 19）。 

④ 微細藻類 

培養・回収・乾燥のエネルギーコストや、特有の色・風味による受容性の課

題が大きい７）８）10）12）。また、食品・飼料としての規格・評価方法も国・用途

ごとにばらつきがある点も産業化に向けての課題となっている７）８）10）12）。 

 

（６）研究開発の方向性 

世界的な食料需要の増大が見込まれる中、日本の国際競争力と優位性を高めるた   

め、日本が得意とする発酵技術を最大限に活用し、非伝統発酵（精密発酵・バイオ

マス発酵・ＳＣＰ・微細藻類）を基盤とした代替タンパク質や機能性成分の研究開
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発を推進する。 

今後の研究開発の方向性として、「微生物・藻類株の高度設計」、「共用パイロッ

ト設備・ＣＤＭＯの活用によるスケールアップ支援」、「ＬＣＡ・安全性・社会受容

性を統合した評価基盤の整備」などが、伝統発酵以外の食料生産には共通して重要

である。併せて農林水産分野に適した原料・用途を明確化して既存の食品・飼料・

農業資材のサプライチェーンへ組み込むことが求められる。技術領域別の研究開発

の方向性について、以下に記載する。 

① 精密発酵 

機能性タンパク質の設計に加え、スケールアップ時の物性変化（粘度・酸素移

動等）を制御するプロセス開発と、糖鎖・官能特性の再現を含めた「食品科学と

しての最適化」を行う。 

Novel Food 等の規制承認や社会受容性の確保に資するため、食品・農業用途

に特化した安全性・栄養・ＬＣＡデータの取得方法を標準化し、業界全体で利用

可能な共有基盤を整備する。 

② バイオマス発酵 

原料の組成変動や品質のばらつきに対応可能な固体発酵・混合培養プロセスの

制御技術を確立する。 

安全性・機能性に関する標準的な評価フレームワークを構築し、アップサイク

ル認証・環境ラベリング等の国際基準と整合した製品設計・ＬＣＡ手法を整備す

る。 

③ ＳＣＰ 

多様な基質利用に対応した微生物設計に加え、麹菌等の課題である香味・色調

を改善する育種・加工技術を開発する。 

経済性を左右するエネルギーコスト低減と安全性を両立するリアクター・プロ

セス開発を行うとともに、核酸等の安全性・栄養評価データを蓄積し、迅速な許

可取得・ラベリングに資する一体的な評価系を設計する。 

④ 微細藻類 

高機能株の探索・改良を進めるとともに、種・株ごとの栄養・機能性・安全

性データを体系化し、培養条件による成分変動を予測するモデルを構築する。 

培養・回収・乾燥のエネルギーコストを低減する技術と、特有の色・風味を

制御し既存食品・飼料への利用を促進する加工技術を開発する。 
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３．微生物を産業として活用することに資する研究開発 

（１）技術概要 

微生物の代謝・酵素作用を活用した製造は、農業資材、飼料用素材、食品成分及

び食品の高付加価値化や持続可能性の向上、原料・エネルギー制約への対応におい

て中核となる。一方、得られた研究開発成果を基に、さらに、規格化生産にはサプ

ライチェーン全体を見据えた技術体系が必要であり、①育種改良、②培養・発酵・

スケールアップ、③分離・精製・製品化、④ＬＣＡ・安全性・社会受容の統合が不

可欠である。特に国際的な品質管理（食品グレード）、ＬＣＡ及び食品安全性評価

の枠組みに整合したプロセス設計が事業化の前提となる。サプライチェーン全体の

流れと調査項目①～④は以下の通りとなる。 

 

図Ⅵ－３－１ 農林水産の生産性向上及び食品生産で扱う個別技術を支える技術 

 

サプライチェーンの各項目では、必要な中核技術は異なる。以下に各項目①～④

https://gfi-apac.org/novel-food-regulations-around-the-world/
https://agfundernews.com/liberation-labs-heads-to-saudi-arabia-as-neom-investment-fund-ventures-into-biomanufacturing
https://agfundernews.com/liberation-labs-heads-to-saudi-arabia-as-neom-investment-fund-ventures-into-biomanufacturing
https://solarfoods.com/the-japanese-food-giant-ajinomoto-continues-to-introduce-new-solein-powered-products-in-singapore/
https://solarfoods.com/the-japanese-food-giant-ajinomoto-continues-to-introduce-new-solein-powered-products-in-singapore/
https://www.adm.com/en-us/news/news-releases/2023/5/adm-air-protein-sign-strategic-agreement-to-advance-development-and-production-of-unique-landless-protein/
https://www.adm.com/en-us/news/news-releases/2023/5/adm-air-protein-sign-strategic-agreement-to-advance-development-and-production-of-unique-landless-protein/
https://www.adm.com/en-us/news/news-releases/2023/5/adm-air-protein-sign-strategic-agreement-to-advance-development-and-production-of-unique-landless-protein/
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における既存技術の課題と解決策となる中核技術を記載する。  
① 育種改良 

微生物の商業利用において安定生産・コスト競争力を確保するためには、収率、

副生成物、ストレス応答（温度・ｐＨ・溶存酸素変動への耐性等）を含む特性を、

人為的に制御できるよう育種改良していくことが前提となる。特に目的物質を効

率的に生産することや、温度・ｐＨ・溶存酸素変動に対する安定性不足がスケー

ルアップ時の歩留まり低下や精製負荷増大を招いている。また、微生物が持つ代

謝ネットワークや制御機構の理解が不十分のため、改良設計が属人的で試行錯誤

に依存する点もボトルネックである。これらを克服する中核技術として、標的遺

伝子の精密改変を可能にする遺伝子導入・ゲノム編集に加え、微生物株の代謝・

発現・ストレス応答を体系化したデータベースの構築が不可欠となる。こうした

データベースが整備されれば、改良設計の合理化、代謝経路の最適化、耐性強化

方針の定量化が進み、微生物の高機能化と産業化の加速が期待できる。 

② 培養・発酵・スケールアップ 

培養・発酵・スケールアップの各段階で微生物挙動がスケールに応じて大き

く変化することが根本課題となる。実験室では高収率でも槽径拡大に伴い酸素

移動、混合不均一、熱・物質移動の偏りが生じ、生産速度や代謝フラックスが

大きく変動する。また、ｐＨ、溶存酸素、栄養濃度のミクロ環境が揺らぐこと

でストレス応答が誘発され、歩留まり低下や副生成物増加が発生しやすい。さ

らに、現場ではＳＯＰや運転条件は実験・検証に基づき設定されているもの

の、原料ロット差やスケール依存の揺らぎ等により想定外の事象が生じること

がある。その際の原因推定や暫定対処は個人の経験・技能に依存しがちで、ス

ケールアップ検討には依然として試行錯誤の部分が残る。これらを克服する中

核技術として、培養槽内部の物理・代謝挙動を仮想空間で再現するデジタルツ

イン、ならびに大量の運転データを学習して最適条件を導出するＡＩプロセス

最適化技術が重要となる。ＡＩ制御を組み込むことで、撹拌・曝気・給餌をリ

アルタイムに最適化し、スケール間の挙動差を補正した生産検討が期待でき

る。 

③ 分離・精製・製品化 

多くの場合、目的物が希薄で不純物が多いことから、膜分離・クロマトグラ

フィー・濃縮などの複数工程を要し、コストとエネルギー負荷が生産全体のボ

トルネックとなる。特に、大量水分の除去や高粘度培養液の処理は設備負荷が

大きく、スケールアップ時には歩留まり低下や品質変動が起こりやすい。ま

た、工程内の品質・安全性をリアルタイムで把握できていないため、過剰精製

や再処理が発生し、効率がさらに悪化する。これらの課題を解決する中核技術

として、膜分離の高度化や低圧濃縮、選択的吸着材料などによる省エネルギー
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型分離プロセスの開発が重要となる。同時に、成分濃度や不純物をリアルタイ

ムで監視し、工程を自動補正するインライン計測・制御技術を導入すること

で、品質安定化と工程短縮が実現し、製品化プロセス全体の効率向上が期待さ

れる。 

④ ＬＣＡ・安全性・社会受容 

環境性能やリスク評価がプロセス条件や原料選択に大きく依存し、製品ご  

との差異が大きいために一貫した比較、説明が困難である。培地やエネルギー

源の違いでＬＣＡ結果が大きく変動し、安全性評価も用途別規制が複雑に絡む

ため、社会に対する透明性や信頼性の確保が難しい。また、遺伝子組み換え生

物利用に対する慎重な姿勢や、新規バイオ製品への理解不足が市場浸透の障壁

となり、科学的データをわかりやすく伝える仕組みが不足している。これらを

克服する中核技術として、ＬＣＡと安全性評価を一体で扱う統合基盤の構築、

環境・安全指標の標準化、国際的枠組みとの整合性確保が重要である。さらに

科学的エビデンスに基づく情報発信を体系化することで社会受容性を高め、バ

イオモノづくりの信頼性と市場需要の創出につながることが期待される。 

 

（２）研究動向 

研究開発における現在の動向を各項目①～④について、以下に記載する。 

① 育種改良 

ＤＢＴＬサイクルを高速に回すための自動化プラットフォーム化が進み、メタ 

ゲノム・メタオミクス解析を用いた有望酵素・代謝経路の探索が体系化されつつ

ある。さらに、ＡＩによる酵素機能予測や株候補スクリーニング、代謝フラック

ス解析を組み合わせ、特定表現型を合理的に設計する研究が増加している｡ＣＲ

ＩＳＰＲ／Ｃａｓ、ＣＲＩＳＰＲｉ/ａ、ベース編集・プライム編集など精密改

変手法の普及により、複数遺伝子の同時制御や微量発現調整が可能となり、資化

性拡張、分泌性向上、ストレス耐性強化などの高機能化が加速している１－３） 。 

 

図Ⅵ－３－２ ＤＢＴＬサイクルの概略図１）  
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② 培養・発酵・スケールアップ 

スケール依存の流動特性・酸素移動・熱収支・泡形成などを統合的に扱うハイ

ブリッドモデルの開発が進み、実験とシミュレーションを融合した最適設計が可

能になりつつある。発酵データをリアルタイム収集し、制御条件との関連を学習

するデジタルツインや機械学習モデルも整備され、特にＤＯ制御・給餌プロファ

イル・撹拌条件などの動的最適化が研究の中心になっている。また非モデル微生

物や高粘度培養液など、従来スケールアップが困難だった系への適用も広がりつ

つある４－６）。 

③ 分離・精製・製品化 

膜ろ過、遠心分離、乾燥などの単位操作を最適化し、エネルギー消費や資材

投入量を最小化する研究が進む一方、クロマトグラフィーを回避する低コスト

精製プロセスの設計も進んでいる７）。さらに、最終製品の物性・風味・色調・

機能性を踏まえた分離設計が重視され、タンパク質や脂質・色素などの構造特

性と加工性を連動させた「製品起点型プロセス開発」が主流になりつつある。

食品・飼料・素材用とで求められる規格に合わせた純度・形態制御の研究も進

展している７）８）。 

④ ＬＣＡ・安全性・社会受容 

ＳＣＰや精密発酵素材を対象とするＬＣＡデータが蓄積し、培地原料・精製工

程・エネルギー構成などが環境負荷に与える影響が体系的に整理されつつある２）

７）。また、ex-ante ＬＣＡ（事前ＬＣＡ；新しい製品が将来どのような環境負荷

を生み出すかを、開発段階で科学的・定量的・客観的に予測・評価する手法）に

よる開発初期段階での環境最適化手法も検討されている。安全性評価では、新規

微生物・新規成分への評価枠組み、遺伝子組み換え生物由来製品のリスクコミュ

ニケーション、農業・飼料・食品分野における規制整合性が議論の焦点となって

いる。社会受容性については、透明性の高い表示、利用目的別の受容度調査、倫

理・ガバナンスの整備が研究テーマとして重要性を増している 8－14）。 

   

（３）実装化動向 

実装化における現在の動向を各項目①～④について、以下に記載する。 

① 育種改良 

一般産業用・医薬用分野では、モデル微生物のゲノム・発現データ、代謝マッ

プ、耐性特性が体系化され、遺伝資源バンクや大規模データベースを基盤とした

設計駆動型の株改良が進んでいる。一方、農業・飼料・食品用途では、風味、機

能性、消化性、ＧＲＡＳ（一般に安全と認められる）など目的特性が多様で、共

有可能な微生物データ基盤が限定的であるため、企業や国研が固有の菌株ライブ

ラリを保有し、分泌性改良や資化性拡張など用途特化の高機能化を個別に進めて
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いる２）15）。こうした分野では、ＡＩによる表現型予測やゲノム編集と組み合わせ

たＤＢＴＬの構築が差別化要素となりつつある。 

② 培養・発酵・スケールアップ 

海外では、食品・素材向け発酵産業の需要拡大を背景に、５〜数万Ｌ規模の発

酵設備が相次いで稼働し、ＣＤＭＯや共同利用型プラントがスタートアップの事

業化を後押ししている７）８）16）。MycoTechnology のＦａａＳ（Fermentation as a 

Service）は 300〜９万Ｌの設備群を活用し、発酵槽・運転条件・品質保証・規制

文書まで含めた包括的支援を提供し、企業が自前インフラなしで量産検証に進め

る体制を整えている 17）。 

③ 分離・精製・製品化 

乳タンパク質、カロテノイド、脂質、機能性オリゴ糖など高付加価値素材で

は、用途要求（色・色調・純度・機能性）に応じた精製プロセスが確立され、

商業化が進展している。特に食品用途では、タンパク質のフォールディング状

態、脂質の酸化耐性、色素の熱安定性など、分子特性と加工・保存プロセスの

統合設計が求められる。一方、飼料・農業用途のように単価制約が大きい領域

では、膜ろ過・遠心・乾燥といった単位操作の電力コストや設備負荷がネック

となり、クロマトグラフィー非使用の粗精製ルートの探索、発酵液ごと利用す

る低精製・直接利用型の製品化が重要な方向性となっている７）８）。 

④ ＬＣＡ・安全性・社会受容 

精密発酵タンパク質やＳＣＰでは、温室効果ガス排出・水使用量・土地利用な

どのＬＣＡデータ、安全性データ（毒性、アレルゲン性、不純物プロファイル）

が蓄積し、米国やシンガポールを中心にノベルフード承認・市場投入が増加して

いる 7－10）。食品用途では、初期段階からＬＣＡと安全性評価を統合し、ＨＡＣＣ

Ｐや原料トレーサビリティの仕組みを構築する企業が増加している 18）19）。一方、

新規微生物や遺伝子組み換え生物利用に対する社会的懸念は依然根強く、透明な

情報開示、用途別のリスク評価、規制調和の議論が今後の普及を左右する。 

 

（４）研究課題 

研究開発における課題として、サプライチェーンの各フェーズに固有のボトルネ 

ックが存在するが、「データ基盤・評価指標」「設備・人材」「制度・社会受容」が

共通課題として存在する。また、国際的な品質・安全性管理・ＬＣＡの枠組みを踏

まえた生産プロセス設計と、それらに係る情報の整備、さらには消費者や農林水産・

食品産業関係者との情報共有の環境づくりが重要である。各項目①～④の課題につ

いて、以下に記載する。 

① 育種改良 

農業・飼料・食品用途に用いる微生物については、安全性・栄養価・官能特
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性・環境影響といった複数の指標が体系的に整理されておらず、表現型とゲノム

情報が十分に紐づいていないため、ＤＢＴＬサイクルを高速に回すための基礎デ

ータが不足している 1－３）。特に食品用途では、風味、テクスチャ、消化性、加工

耐性などの評価指標が研究機関・企業間で統一されていないうえ、測定方法やス

ケール依存性も標準化されていない。結果として、改良のターゲットが属人的に

なり、合理的な株設計が困難となっている２）８）。 

② 培養・発酵・スケールアップ 

ラボスケールから実機に至る過程で生じる撹拌・溶存酸素・熱収支・泡形成

などのスケール依存性を定量的に扱うモデルや設計指針が未発達であり、微生

物種・藻類ごとの最適運転条件が体系化されていない４）７）。また、オンライン

計測データ、ＣＦＤ解析、代謝モデルを統合し、リアルタイムで最適化する発

酵プロセス制御の実装例もまだ限られている７）。結果として、実機スケールで

の収率低下やロットばらつきが頻発し、商業化に向けた安定生産技術の確立が

課題となっている。 

③ 分離・精製・製品化 

目的成分ごとの分離・精製コスト、エネルギー負荷、ＬＣＡ影響を踏まえた

プロセス設計指針が十分に整備されておらず、粗精製レベルで利用可能な用途

の探索や製品物性と加工・保存条件を連動させた最適設計が進んでいない７）

８）。さらに、農業・飼料・食品資材として利用するに際に重要となる、加熱・

乾燥・押出成型・調理などの加工工程で機能性・風味・物性がどの程度維持さ

れるかに関する科学的知見も不足している２）８）。これにより低コスト・低環境

負荷の製造プロセスの最適化が遅れている。 

④ ＬＣＡ・安全性・社会受容 

ＬＣＡ・毒性・栄養影響・マイクロバイオーム変動など複数の評価項目を統合

的に扱うデータ基盤が不足しており、試験・評価方法の標準化が進んでいないた

め、製品・用途間の比較や技術選択の最適化が困難となっている２）７）９）10）。ま

た、遺伝子組み換え生物の利用や新規微生物に対する社会受容性を定量的に把握

する方法も未成熟で、国・地域・用途ごとの受け入れ度合いの分析が限定的であ

る３）９）10）。結果として、規制適合やリスクコミュニケーションの戦略設計が難

しく、事業化判断の不確実性が高い。 

 

（５）実装化課題 

各項目①～④の実装化における課題について、以下に記載する。 

① 育種改良 

遺伝資源や菌株ライブラリの利用には、ＣＯＰ10 で採択された名古屋議定書

に基づくＡＢＳ（遺伝資源へのアクセスと利益配分）や各国独自の知財・輸出
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入規制が絡み、特に中小・スタートアップにとっては手続き負担が大きく実務

上の参入障壁となっている。国内外のジーンバンクや産業用株ライブラリは整

備されつつあるものの、農業・飼料・食品分野が求める安全性、風味、機能性

などの評価指標と十分に接続されておらず、用途ニーズに基づく株選択・改良

を支援するシステム構築が限定的である。このため、企業が個別に菌株収集や

評価を行う必要があり、開発スピードやコストに大きく影響している。 

② 培養・発酵・スケールアップ 

大型発酵槽やバイオリアクターの導入には高額な初期投資が必要で、特に食

品・農林水産系スタートアップにとって設備調達は大きなハードルとなる。ま

た、バイオ製造向け共有設備やＣＤＭＯの選択肢は国内ではまだ限られてお

り、需要予測の不確実性が投資意思決定を難しくしている 16）。農業・飼料用途

向けの微生物発酵に特化したスケールアップ検証設備整備や人材育成も不足し

ており、稼働率や需要予測の不確実性克服も投資判断に対する課題となってい

る 16）。商業規模への移行において運転条件の最適化や生産安定性の確保が遅れ

がちであり、これらが量産化コストを押し上げ、価格競争力の確保を難しくし

ている。 

③ 分離・精製・製品化 

新規微生物由来成分を既存の食品・飼料加工ラインへ組み込む際には、工程

適合性、衛生管理、安定性試験など多面的な調整が必要だが、規格設定や品質

評価の枠組みが十分に整っておらず、受け入れまでに時間を要するケースが多

い７）８）。特に農業・飼料用途では価格制約が厳しく、分離・精製工程のコスト

削減が不可欠だが、現行技術では膜ろ過や乾燥などのエネルギー負荷が高く、

低コスト化が課題になっている。また、食品用途では食味、食感、機能性のバ

ランスを踏まえた市場ポジショニングを考慮した製品設計が不十分な例も多

く、製品化後の差別化戦略が不明瞭になりがちである。 

④ ＬＣＡ・安全性・社会受容 

新規成分・新規微生物を扱う場合、国・地域によって承認プロセスが長期化

しやすく、データ要求も高いため、中小企業にとっては費用面・人的リソース

面の負担が大きい７－９）16）。消費者や一次産業とのサイエンスコミュニケーショ

ンツールが限られていることから、バイオ由来成分に対するリスク認知と便益

のバランスに関する情報提供が不十分であり、社会受容性の向上に時間を要す

ることが課題である９－15）。さらに、培地原料や精製溶媒、クロマト樹脂などの

使用量によっては二酸化炭素排出量が増大し、環境負荷が石油由来製品より高

くなる懸念がある。 
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（６）研究開発の方向性 

各項目①～④の統合評価を「共通インフラ」として整備することで、農林水産

の生産性向上及び食品生産で扱う個別技術の産業化を横断的に支える。 

➀ 育種改良 

微生物の代謝特性・ストレス応答・分泌挙動を高精度に解析し、ゲノム編

集、マルチオミクス解析、代謝シミュレーション、ＡＩによる機能予測を統合

したＤＢＴＬサイクルを高度化する。これにより、特定成分の高生産化や分泌

性強化、低コスト炭素源の利用など、狙った機能を計画的に改良する仕組みを

確立する。農業・飼料・食品用途に特化した遺伝資源・表現型データベースを

整備し、用途特性（風味・栄養・加工耐性・ＧＲＡＳなど）に応じた微生物選

択を可能にする。基盤整備後はデジタルツインやＡＩ制御と連携し、改良ター

ゲットの自動抽出や最適株設計を実現する。 

② 培養・発酵・スケールアップ 

ＡＩ・ＩｏＴ・ロボティクスを組み合わせたデジタルツインと自律型制御に

より、ＤＯ制御、給餌、撹拌、温度など発酵条件の動的最適化を進める。ラボ

～パイロット～実機間で顕在化する流動特性・酸素移動・熱収支・泡形成など

のスケール依存性を定量化し、微生物種・藻類種に対応した設計指針を整備す

る。これら技術を反映した汎用パイロット設備を設計、整備し、農林水産分野

でも利用可能なスケールアップ検証環境（ＣＤＭＯ含む)を構築する。また、Ｃ

Ｏ２・ＣＨ４・Ｈ２資化菌の活用による炭素循環型生産プロセスや、水・エネル

ギー消費を低減する環境配慮型発酵技術を開発する。 

③ 分離・精製・製品化 

膜ろ過・遠心分離・クロマトグラフィー代替技術、低温乾燥などの省エネ型

分離・精製技術を高度化し、インライン計測・プロセスアナリティクスと連動

した品質保証プロセスを確立する。さらに、農業・飼料・食品資材への組み込

みを見据え、タンパク質・脂質・色素などの物性、テクスチャ、溶解性、加工

耐性を体系的に評価し、調理・加工プロセスにおける機能性維持を測定する指

標群を整備する。これにより、バイオ由来成分を最終用途の特性から逆算して

設計する「製品起点型プロセス開発」を可能にする。真空・凍結乾燥の適用限

界やメンブレンカスケードの設計指針を指標化し、飼料・食品の規格要件との

マッピングを行う。 

④ ＬＣＡ・安全性・社会受容 

省エネルギー化、廃棄物リサイクル、副産物活用などを組み込んだＬＣＡ指向

型の生産技術を開発し、原料～製品～廃棄までのバイオマス・水資源利用を最適

化する。安全性評価では、毒性・栄養・マイクロバイオーム影響の統合的解析手

法を整備し、ゲノム編集・合成生物学など先端技術のリスク・便益を科学的に説
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明する仕組みを構築する。さらに、消費者・生産者と対話するサイエンスコミュ

ニケーションを実装し、社会受容性向上を図る。最終的には、ＨＡＣＣＰ、ＧＭ

Ｐ、ＳＯＰなど国際的な食品・生産管理規格や各国規制との整合を取りつつ、信

頼性の高い品質・安全性評価指標を策定し、制度設計への橋渡しを行う。ex-ante 

ＬＣＡを開発初期から適用し、主要な環境負荷ドライバーを定量化、設計へフィ

ードバックする運用を標準化する。 
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Ⅶ 微生物を活用した農林水産業または食品産業において 

事業化に成功した具体的事例 

 

本研究開発構想では、農林水産業または食品産業における微生物活用技術の研究開発

に関する国内外の情報を収集・分析した上で、今後必要と考えられる研究開発の方向性

を取り纏めることを目的としている。本項では、その社会実装の一里塚である事業化に

成功している具体的事例を紹介する。 

 

表Ⅶ－１ 日本の事業化に成功した具体的事例 

 肥料～人工土壌 飼料・餌料 伝統発酵 伝統発酵以外 

企業名 トーヨー養父バイオエ

ネルギー１） 

ENEOS テクノマテリアル

２） 

獺祭３） クォンタムフラワーズ 

&フーズ４） 

本社 兵庫県養父市 東京都港区 山口県岩国市 茨城県水戸市 

中核事業 バイオメタンガス発電 合成樹脂加工製品製造販

売 

日本酒製造販売 品種改良サービス 

活用 

微生物 

嫌気性微生物 Paracoccus 菌 麹菌 乳酸菌、食用微生物 

製品 メタン発酵バイオ液肥 Panaferd® 獺祭 Neutron Breeding®  

事業概要  家畜排せつ物や食品

残渣を活用したメタン

発酵バイオガス発電、

発酵残渣の有効利用に

取り組む。 

 バイオ液肥の効果実

証や周知によって利用

量を著しく拡大。 

 発電・発酵残渣の利

用の他、近隣トマトハ

ウスへの熱源供給等地

域内資源循環に積極的

に取り組んでいる。 

 Panaferd は自然由来の

アスタキサンチンを豊富

に生産する海洋性微生物

Paracoccus 菌から成る

飼料原料。 

 同社が約 50 年に亘り

培った独自の発酵培養技

術を利用。 

 自然由来色素として色

調を良くし、抗酸化成分

により動物の健康性向上

に寄与する機能性飼料素

材。 

 精米歩合を高め、タ

ンパク質や脂質など雑

味の元を取り除き、よ

り純粋に米のデンプン

に由来する香味成分を

引き出す。   

 低温での長期発酵

や、丁寧な麹造り、小

ロットでの管理、機械

と手作業の組合せによ

り、吟醸香と呼ばれる

リンゴやメロン、洋ナ

シを思わせるフルーテ

ィーな香りと、滑らか

な口当たりの両立に成

功し事業を拡大。 

 中性子線照射を用い

た品種改良サービス。 

 従来技術と比較して 

15〜300 倍の突然変異

率を実現し、植物では 

1〜3 年、微生物では 1

〜2 ヶ月の短期間で新

規系統を創出可能。 

 同技術を活用し農作

物や乳酸菌をはじめと

する食用微生物の高機

能化、新素材開発、バ

イオガス生産効率向上

等に取り組んでいる。 
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備考 生産量： 

H29 年度 20 ㌧ 

R4 年度 13,146 ㌧ 

― 売上高: 

195 億円（2024 年 9 月

期） 

― 

 

表Ⅶ－２ 海外の事業化に成功した具体的事例 

 肥料～人工土壌 飼料・餌料 伝統発酵 伝統発酵以外 

企業名 Pivot Bio Inc. ５） ＰＤＶ（飼料協会）６） Domaine de la 

Romanée-Conti７） 

Solar Foods Ltd.８） 

本社 米国カリフォルニア オランダ 仏国ブルゴーニュ フィンランド 

中核事業 微生物農薬の製造販売 飼料製造・販売、リキッ

ドフィード製造販売 

ワインの製造販売 食品製造用タンパク質

原料の製造販売 

活用 

微生物 

窒素生成微生物 酵素 酵母菌 水素酸化細菌 

製品 PROVEN 40、PROVEN 40 

OS、他 

混合飼料 Romanée-conti 等のワ

イン 

Solein® 

事業概要  合成窒素肥料に代わ

る持続可能な農業技術

を提供するバイオテク

ノロジー企業。 

 植物の根に共生する

微生物を活用し、大気

中の窒素をアンモニア

に変換して作物に供給

する技術を開発して事

業展開。 

 食品産業から排出され

た生ごみは食品工場の貯

蔵タンクもしくはリキッ

ドフィード製造業者のタ

ンクに集められ農家に配

送される。農家は数種の

リキッドフィード及び配

合飼料を混合し、混合飼

料とし家畜に与える。 

 貯蔵時に有害な菌が繁

殖しないよう、酵素、有

機酸の添加を行って pH4

以下に保つ。 

 製法は伝統を重ん

じ、常に革新が追求さ

れている。収穫は全て

手作業で熟練スタッフ

による厳格な葡萄選別

が実施される。 

 発酵は温度管理され

たステンレスタンクを

使用、その後新樽 100%

で 18 ヶ月間熟成、定期

的な澱引きにより品質

を管理。 

 環境配慮から、ビオ

ディナミ農法を導入し

ている。 

水素酸化細菌が有す

る遊離水素を酸化する

反応により生じるエネ

ルギーを用いて炭素同

化を行う性質を利用し

たタンパク質の生産。    

 水素の生産に電力が

必要だが、太陽エネル

ギーを利用している。 

 

備考 ― ― ― ― 
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Ⅷ 微生物に纏わる安全問題とリスクへの対策について 
本報告書においては、微生物の活用面に焦点を当て、「農林水産業の生産性向上」、「食

料生産」、「産業化」に関する研究開発を採り上げた。 

他方、微生物は、その取扱い次第では負の影響を及ぼすため、そのリスクを予め理解

しておくことが望まれる。本項では、特に留意が必要な４テーマを採り上げた。これら

に関しては、現状把握、微生物の取扱い、問題の発生防止対策が重要となる。 

 

１．バイオテロリズム 
 バイオテロの事例としては、国外では 2001 年にアメリカで炭疽菌によるバイオテロ

が発生して捜査は大規模かつ複雑になり多くの人命が失われた事件が挙げられる。日本

においては 1993 年のオウム真理教による亀戸炭疽菌事件及び 1995 年の地下鉄霞ヶ関

駅構内ボツリヌス毒素散布未遂事件が挙げられる。  

 竹内（聖路加国際大学特任教授）らは「生物兵器として使用されうる生物剤は多数存

在する。過去に生物兵器として開発されていた微生物は、感染症の発生頻度としては稀

な病原体が多く、発生した際に診断に難渋する可能性が高い。また、ワクチンを含む医

薬品が存在しないものも多い。これらに対する診断薬、医薬品の商業的開発は困難であ

ることから、国が関与すべきこと。生物兵器として使用されうる生物剤に対する診断

薬、医薬品について、優先的に開発すべきこと。」を 2015 年に提言している１）。 

 行政側の対応としては、防衛省・自衛隊による「生物兵器対処に係る基本的な考え方

について」２）、経産省による「生物テロ対策等」３）、厚生労働省による「バイオテロ対

応ホームページ」４）、国土交通省による「テロ対策マニュアル等策定指針」５）が公表

されている。 

 

２．アグロテロリズム 
 2018 年 10 月以来、国際獣疫事務局（ＷＯＡＨ）、国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）

と国際刑事警察機構（ＩＮＴＥＲＰＯＬ）の三者は、国際的な「農業犯罪・農業テロに

対するレジリエンス構築」プロジェクトを通じて連携し、動物の健康、農業、犯罪捜査

の各分野における専門知識を持ち寄り、犯罪やテロ行為によって発生する緊急事態に備

えるために加盟国を支援している６）。 

 

３．食中毒 
 農林水産省は「食中毒から身を守るには」７）において、食中毒のポイント、“食中毒

をおこす細菌・ウイルス・寄生虫図鑑”等を示して注意喚起を行っている。 

 内閣府食品安全委員会による「食中毒予防のポイント」８）、厚生労働省による「食中

毒」９）がそれぞれのホームページに掲載されている。 

 他方、農林水産省は「有害微生物による食中毒を減らすための農林水産省の取組（リ
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スク管理）」10）において、微生物と食品との関係を示して注意喚起を行っている。その

中で、“農場、農畜水産物等の汚染実態調査”の項目において“食品の安全性に関する

サーベイランス・モニタリングの結果（有害微生物）”と“安全な畜産物を生産するた

めに農場でできること（食中毒を減らすための取組）”を公表している。 

 

４．微生物に起因する健康被害 
 2024 年、小林製薬紅麹サプリメント問題による健康被害が発生した。原因は、原料

から検出された青カビ由来の「プベルル酸」が、腎障害を引き起こした原因物質である

ことが判明したが、原料を作る前の紅麹菌の培養段階で青カビが混入してプベルル酸が

生成されたことがプベルル酸混入の原因とされている 11）。 

  対策として、サプリメントの製造方法を含む規制が消費者庁の審議会で検討されてい

る 12）。 
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Ⅸ まとめ 

１．研究開発の方向性一覧 

今回、農林水産・食料分野における微生物活用技術に関して、国内外の研究開

発等の動向を調査・分析し、各研究領域が抱える課題を明確化するとともに、そ

の達成に向けた研究開発の方向性について提案した。各研究領域の研究開発の方

向性を一覧表にすると、表Ⅸ－１―１～６のとおりである。 

 

表Ⅸ－１－１ 微生物を活用した農林水産業の生産性向上に資する技術開発（１） 
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表Ⅸ－１－２ 微生物を活用した農林水産業の生産性向上に資する技術開発（２） 

 

表Ⅸ－１－３ 微生物を活用した農林水産業の生産性向上に資する技術開発（３） 
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表Ⅸ－１－４ 微生物を活用した食料生産技術開発（健康に資する食品を含む）（１） 

 

表Ⅸ－１－５ 微生物を活用した食料生産技術開発（健康に資する食品を含む）（２） 
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表Ⅸ－１－６ 微生物を産業として活用することに資する研究開発 

 

 

２．微生物活用技術を取り巻くグローバルな動き 

農林水産・食品事業分野における伝統的或いは先進的技術による微生物の活用

を巡っては、研究開発だけではなく、近年、グローバルな規模で様々な研究開発

から実装化・事業化を取り巻く動きがみられる。 

特に食品に係る品質管理や安全性の確保に係る研究開発を取り巻く情勢とし

て、国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）、欧州食品安全機関（ＥＦＳＡ）、米国食品

医薬品局（ＦＤＡ）あるいは、アジアではシンガポール食品庁（ＳＦＡ）等の国

や地域がそれぞれ、伝統発酵や精密発酵による食品に関するガイドラインを公表

している。国際的な枠組みと整合する評価指標、ガイドラインの策定に資する試

験研究・研究開発を推進するためには、これらの動きを把握する必要がある。 

ＦＡＯの食品安全性に焦点を当てた精密発酵に関する報告書１）では、精密発

酵由来食品については、使用する微生物・宿主株の特性評価、培地組成や発酵・

分離工程の管理、最終製品の組成・不純物、想定摂取量に基づく毒性・アレルゲ

ン性、抗菌薬耐性や環境影響などを共通の評価要素として整理し、各国当局間で

議論が進められている。本調査には計 35 の国・地域の食品安全主管当局が参

加、情報収集に貢献していた。 

ＦＡＯの報告書によると、現行の各国地域の食品安全性の規制枠組みは、精密
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発酵による食品の安全性確保も対象としており、規制枠組み間には類似点が多い

が、表示に関する規制や要件には大きなばらつきがある可能性が指摘されており、

これに対しては国際レベルでの関係当局間のより広範な議論が有益であるとして

いる。その例としてはＦＡＯと世界保健機関（ＷＨＯ）が 1963 年に設立した政府

間組織であるコーデックス委員会（Codex Alimentarius Commission；ＣＡＣ）の

関連部会である食品表示部会（Codex Committee on Food Labelling；ＣＣＦＬ）

が議論の場として適するとしている１）。 

精密発酵由来の食品は、すでに一部の国で商業化され市場に出回っている。本

報告書においては、文献から収集した精密発酵の定義の概要によると、精密発酵

には多様な記述が存在するが、いくつかの重要な共通要素を特定することが可能

とされている。定義によって影響を受ける可能性のある規制枠組みの分野は以下

の➀から➃のとおりとなっている１）。 

① 新規か従来型か 

一部の国や地域では、精密発酵由来食品を「新規食品」と見なし、関連する

規制が存在する場合、それに従って規制される可能性がある。 

② 遺伝子組換え生物か否か 

すべてではないものの、多くの精密発酵の工程では遺伝子組換え（ＧＭ）微

生物が使用される。ＧＭ微生物の使用に関する特定の規制を持つ国や法域で

は、最終製品にそれが残存しない場合であっても、規制遵守が必要となる場合

がある。 

③ 添加物か原材料か 

多くの国や地域では、添加物、酵素、香料、加工助剤、ビタミン、乳児用栄

養などを他の食品原料カテゴリーとは別に規制している。添加物として使用さ

れる精密発酵由来製品は、該当するカテゴリー規制に従う必要がある。 

④ 表示に関する問題（アレルゲン性や過敏症を含む） 

     2024 年７月時点のコンサルテーション参加国・法域の報告範囲では、精密

発酵“特有”の表示要件は報告されていないが、精密発酵由来食品は、従来の

生産プロセスで製造された食品と同程度のアレルゲン性や過敏症を有し得ると

考えられる。 

 

本報告書の表Ⅸ－２で示された規制状況は 2024 年７月時点のものであり、今

後の産業の成長、研究開発の進展に伴って変化する可能性がある。同レポートに

示されている規制の実践例は一事例であるとしている１）。 
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ＦＡＯは特定の規制手法や管理手法を推奨するのではなく、関連する規制活動

の準備を進める各国を支援し、他国の経験から学び、自国のニーズや状況に最も

適したアプローチを特定するための参考情報を提供する立場であり、今後は、米

国、欧州等やアジアではシンガポールなどの規制枠組み動向を継続的にウォッチ

するとともに国際的な議論を基にした、我が国の規制枠組みに資する情報の整備

やその試験、研究開発の推進が必要である１）。 
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表Ⅸ－２ 食品安全に焦点を当てた各国プレシジョン・ファーメンテーション（ＰＦ） 

の生産の規制概要の抜粋（2024 年７月８日現在）１）  

＊PRECISION FERMENTATION（ＦＡＯ）Table 4.の転載 
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ＦＡＯの報告書とは別に、個別の国や地域の安全性評価枠組みや動向調査を個

別に観ると、ＦＤＡの食品安全性に関する認証制度（Generally Recognized as 

Safe；ＧＲＡＳ）２）、ＳＦＡの発酵による新食品のリスクの概要に関する報告

３）新規食品及び新規食品原料の安全性評価に関する要件の枠組み４）では、精密

発酵由来成分や新規微生物利用食品を既存の制度の中で位置づけ、事前相談スキ

ームや申請要件の明確化を通じて、産業界との対話を図りながら安全性評価の運

用が進められている。ＥＦＳＡの「バイオテクノロジーの新展開によって得られ

る微生物とその産物に関する先見的調査報告５）では、新たなバイオテクノロジ

ーにより得られる微生物及びその産物について、潜在的なリスクと評価ニーズを

整理し、今後のリスク評価枠組みの高度化に向けた論点を提示している。 

我が国では、従来の食品にあわせて、微生物を利用した食品についても、食品

安全委員会、厚生労働省、農林水産省、消費者庁が連携し、安全性の評価、基

準・規制・許認可、情報の表示監督を行っている。 

食品分野における安全性の確保の手法は、従来からの危害要因分析重要管理点

（ＨＡＣＣＰ）６）、適正製造規範（ＧＭＰ）７）、標準作業手順書（ＳＯＰ）８）な

どの管理手法がすでに確立されているが、微生物を利用した食品や、さらには、

農林水産資材（肥料、農薬、バイオスティミュラント、飼料など）の品質・安全

性の確保にも応用が可能と考えられる。これらの管理手法面に対しても、今後、

国際レベルの分析情報、モニタリング・管理技術の動向を基に研究開発を進め、

輸出や国際取引に対応し国際競争力を確保していくためにも、我が国への適用に

資することが必要である。 

 

３．日本の強みを活かすための５つの戦略 

世界的には、肥料・飼料・新たな発酵食品・精密発酵や微細藻類を含む微生物

産業化の分野で、米国・中国・シンガポールを中心に大規模投資と事業化の動き

が加速している。一方、日本は風土に即した発酵技術（味噌・醤油・日本酒な

ど）を発展させてきた歴史的背景を有し､この発酵文化を含む｢和食｣や麹菌を用

いた日本酒・焼酎などの「伝統的酒造り」のユネスコ無形文化遺産登録 9-11）、食

品安全・品質管理の高度な技術力といった強みを有するものの、スケールの大き

な設備投資や共用インフラ、国際連携、規制対応のスピード等では後れをとって

いる側面もある。今後は、これら日本の強みを最大限に活かしつつ、既存の農林

水産業を補完し食料の安定供給を支える技術となるよう、基盤技術・共用インフ
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ラ・エビデンスとデータ基盤を戦略的に整備し、国際的ガイドラインにも貢献し

得る「農林水産・食料×微生物」の研究開発・産業化エコシステムを構築してい

くことが重要である。本研究開発構想における「Ⅵ．各技術について」の各項目

で提示した研究開発の方向性を統合し、我が国の強みを活かすための５つの戦略

を以下に整理した。 

➀【出口戦略】「次世代型発酵食品」の創出とマイクロバイオームへの影響等を

見据えた技術設計 

微生物活用技術の普及には、生産者や食品事業者のメリットだけでなく、新

しい食品の開発や食品の差別化・高付加価値化といったゴールを見据えること

が重要である。我が国の水田・畑・森林・養殖などの長年の蓄積データを活か

し、土壌・水域・家畜・人のマイクロバイオームや生態系への影響にも配慮し

つつ、現場の生産性と健康・環境保全を両立させ、消費者に新たな食体験を提

供する「次世代型発酵食品」や「新しい食料・食品」を見据え、コスト競争力

や環境負荷低減といった差別化可能な技術要素を明確にした技術設計を行う。 

   ②【資源戦略】バイオマス・水資源を最大活用する循環型バイオエコノミー構築

と世界的タンパク質不足への対応 

剪定枝、家畜ふん尿、食品残渣、製造副産物などのバイオマスや水を最大限

有効活用し、地域で完結する循環型バイオエコノミーを構築する。微生物・微

細藻類・発酵技術で我が国の多様な資源を高付加価値化し、肥料・飼料・機能

性成分・エネルギー等として循環利用することで、世界的タンパク質不足に対

応する「新しい食料」の確保や、脱炭素と資源制約への対応に寄与する。 

   ③【製造戦略】ＬＣＡ・安全性・品質設計を一体で捉えた「新食品」のプロセス

設計 

微生物利用プロセスでは、省エネルギー化、廃棄物リサイクルなどライフサ

イクルアセスメント（ＬＣＡ）を意識した生産技術の開発が求められる。ＦＡ

Ｏ、ＥＦＳＡ、ＦＤＡなどが示す食品安全評価の枠組みを踏まえつつ、我が国

の強みである発酵食品等の品質管理技術を活かし、食品としての品質・差別化

要因を科学的に担保できるプロセスを構築し、ＨＡＣＣＰ、ＧＭＰ、ＳＯＰ等

の既存の食品生産安全性管理手法と整合した国際レベルの分析情報・モニタリ

ング・管理技術の導入を進める。併せて、有効性実証や評価系の標準化を進め

ることで、研究成果の比較可能性と信頼性を高め、量産・品質管理を含めた再

現性と規格化を一体的に推進する。 

   ④【基盤戦略】データ・共用インフラの整備と知財戦略強化によるスタートアッ
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プ・エコシステムの構築 

微生物活用の産業化を進めるうえでは、探索・育種から培養・スケールアッ

プ、分離・精製、ＬＣＡ・安全性評価に至るまでのデータを体系的に蓄積・共

有し、評価指標や試験系の標準化を図ることが重要である。これを支えるパイ

ロット設備・バイオファウンドリー・ＣＤＭＯ等の共用インフラの整備、人材

の育成、効率的にデータを蓄積する技術の開発、我が国の農業・森林・水産試

験研究機関などの長期にわたり蓄積された微生物データを用いてデジタルツイ

ン・ＡＩを活用したプロセス設計・最適化ができるプラットフォームの整備を

進め、フードテック・スタートアップを含む多様なプレイヤーが参画できるイ

ノベーション・エコシステムを構築する。併せて、研究成果の社会実装を加速

するため、特許・周辺特許・用途特許を含む知財戦略を強化し、データ基盤と

連動した知財ポートフォリオの構築を推進する。 

   ⑤【グローバル戦略】国際的ガイドライン形成の主導と日本発モデルの海外展開 

微生物活用技術は、農林水産の現場だけでなく、輸出向け農産物・水産物や

海外のフードシステムの脱炭素・資源循環にも貢献し得る。ＦＡＯ／ＷＨＯ、

ＥＦＳＡ、ＦＤＡ等による国際的な食品安全・環境評価・バイオリスクの議論

に対して、日本発の科学的知見と実証データを通じて国際標準・ガイドライン

の形成を主導する。同時に、日本の強みである研究と技術を積極的に海外に発

信し、世界に向けて日本の価値をアピールしつつ、地域資源や食文化と結び付

いた高付加価値なソリューションを海外パートナーと共創し、日本の発酵技術

が世界市場をリードする形で、我が国の地域特性を活かしたビジネスモデルや

人材育成も含めた連携・展開を図ることが重要である。 

 

微生物発酵技術は、酵素による有機化合物の生成、改変、分解機能を活用し、

食料・食品のみならず、医薬、工業化学、バイオマテリアルから燃料生産にまで

広がる技術といえる。この点から技術の展開においては、従来から行われている

微生物の機能の解析や改変に加え、それら解析・改変情報に基づき情報技術（Ｉ

Ｔ）を用いた高度スクリーニングによる、新規微生物株の探索、ゲノム編集など

による遺伝子レベルでの機能向上を含めた育種、いわゆるインシリコ（in 

silico；コンピュータ上でのシミュレーションや解析等）での探索・育種のシミ

ュレーションを活用した、生産物を精密にターゲットした微生物の創成も研究さ

れている 12)。 

農林水産・食品分野においては、多様な物質の生産技術のみならず、安全性・
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社会受容性・健康や美味しさなどの嗜好性等の情報も含めて考慮したインシリコ

での微生物の探索・育種が必要となろう。 

これらを纏めてⅥ章に提起した各技術に共通的に関係するさらなる研究開発の

方向性を、表Ⅸ―３に纏めた。 

表Ⅸ－３技術横断の研究開発の方向性 

これまでの基盤研究成果、オミクス解析による知見やデータの蓄積をビッグデ

ータとして活用し、デジタルツイン技術等によるシミュレーションにより、高性

能な微生物の効率的な創成を、我が国やアジア地域の風土の下で展開し、一方で

は、ビッグデータを品質・安全性データとして国際展開や社会受容性の推進に活

用するなど、地域独自的な先端技術として定着させることで、国際競争力のある

産業として確立できるものと考える。 

 

最後に、今回の研究開発構想で採り上げた微生物の利用については、農林水

産・食品分野において様々な研究開発が進められているが、生産技術も含めれ

ば、事業化に向けた課題も多い。一方で、国内外の研究動向等について、調査・

分析やその結果から導かれた課題と今後の研究開発の方向性についてはさらに深

堀も必要であろうとも考えられる。これらの点について、さらなる調査・分析や

検討が行われることを期待する。本報告書が、農林水産・食品分野における食料

供給研究開発の進展、現場への社会実装・普及の実現の一助となることを祈念す

るものである。 
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参考 社会的懸念が高いと見込まれる技術の社会受容性 

食品分野における社会受容性については、新しい技術を用いるものほど、社会

的懸念が高くなる。精密発酵やＳＣＰ等の食料品生産においては、現状、およそ

半数は試用を受け入れる傾向にあり、それは動物福祉（ＥＵ圏内）の点から、ま

た、環境配慮、健康、好奇心の観点によって支えられている。近年、精密発酵や

ＳＣＰに対する社会受容性の傾向に関する総説や論文も観られる。 

➀ 英国食品基準庁（Food Standards Agency；ＦＳＡ）の精密発酵に関する 

総説１) 

精密発酵に関する 19 件の論文をレビューし、英国人の半数以上（52～68%）

は、精密発酵乳製品・卵を試してみたいと考えている。その他、英国で販売す

べきか確信を持てない（37%）、販売すべきでない（34%）という調査報告がな

されている。購入動機は、味への好奇心、製品の安全性、従来食品と味/食感/

香りの類似性、食料安全保障への有益性、動物福祉への有益性、健康性、環境

配慮性が挙げられ、障壁は、安全性への懸念、不自然さ、価格としている。

「動物不使用」や「発酵製」という言葉が好意的に受け止められる傾向にある

ようである。 

② ドイツ、シンガポールの研究者による精密発酵の受容性に関する論文２) 

精密発酵卵製品への消費者受容性に関して、ドイツ・米国それぞれ 1,000

名、シンガポール 1,001 名を対象にオンライン調査を実施したところ、試用に

ポジティブな回答が半数以上（ドイツ；61%, 米国；51.3%, シンガポール；

56.2%）であり、受容理由は、好奇心、健康・コレステロールゼロ、動物福

祉、価格等とされている。とくにベジタリアンやビーガンが受容する傾向にあ

るとされていた。 

③ 英国の研究者による菌類由来タンパク質に対する消費者の態度に影響を与え  

る要因に関する研究論文３） 

欧州を対象に真菌タンパク質に関するアンケート（Ｎ=102）、インタビュー

（Ｎ=６）を実施し、ネオフォビアスコア（食物新寄性嫌悪スコア）において

はおよそ中立的で、肯定がわずかに上回り 52.9%だったこと、肯定的評価のポ

イントは、持続可能性、環境配慮、倫理的配慮、衛生、清潔さ、面白さ、現代

性、将来性であったことが示されている。 

④ ドイツの研究者による水素酸化細菌を培養して得られる微生物タンパク質に 

   関するアンケート結果のレポート４） 
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対象者 642 名において、ネオフォビアスコア（食物新寄性嫌悪スコア）に

おいてはやや肯定的な傾向で、24.4%が肯定的、10.6%が否定的であったこと、

微生物タンパク質を試用するうえでの障壁は、味（51.6%）、不自然さ

（46.0%）、価格懸念（38.0%）である、という結果が示されていた。 

 

いずれも、精密発酵やＳＣＰに対しては受容する傾向が示されているが、健康

への効果、機能性等に加え、安全性に対する懸念を払しょくする評価枠組みの構

築や管理手法の確立が必要で、それらに資する分析、モニタリング手法等の研究

開発が重要である。 
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用語解説 

ＢＥＴＯ（米国 DOE：

Bioenergy 

Technologies Office） 

発酵・合成生物学・スケールアップ等を含むバイオ製造／

カーボンリサイクル関連の研究開発を資金面から牽引す

る。 

Agile BioFoundry（Ａ

ＢＦ：米国） 

微生物の設計・育種・プロセス開発を支援する共用基盤

で、標準化とスケールアップを通じて商用化を後押しす

る。 

ＢｉｏＭＡＤＥ（米

国：Manufacturing USA

拠点） 

バイオ産業製造の人材育成・標準化・設備整備・サプライ

チェーン構築を産官連携で支援する。 

ＣＢＥ－ＪＵ（ＥＵ：

Circular Bio-based 

Europe Joint 

Undertaking） 

発酵・微生物利用を含むバイオベース産業の研究〜事業化

を公的資金で後押しするＥＵの共同事業体。 

K-Biofoundry（韓国：

ＫＲＩＢＢ等） 

設計〜試作〜評価までの共用基盤を提供し、微生物・発酵

製品の産業化を加速する国家バイオファウンドリ。 

ＭＡＦＦ（日本：農林

水産省） 

日本の農林水産行政を担い、政策立案・研究支援・制度設

計を行う。 

ＮＡＲＯ（日本：農研

機構） 

農林水産・食品分野の基礎から実装までを担う日本の国立

研究開発法人。 

Novel Food（ＥＵ） ＥＵの新規食品の審査・承認制度。安全性データや製造管

理を求め、精密発酵や SCP 等の市場導入の前提となる。 

ＧＲＡＳ（米国：

Generally Recognized 

As Safe） 

食品成分等について「一般に安全と認められる」根拠に基

づき市場投入を進める際の概念（規制ルート）。 

微生物肥料 窒素固定・リン溶解等の機能で植物に栄養供給を補助する

資材。定着性と土壌適合性の設計が重要。 

窒素固定 微生物が大気中Ｎ₂をアンモニア等へ変換する作用で、化学

肥料代替と環境負荷低減に資する。 

種子処理（Seed 

treatment／種子コーテ

ィング） 

播種前に種子へ資材（微生物・栄養成分等）を処理し、初

期生育・定着性・ストレス耐性の向上を狙う。 

微生物農薬 微生物や代謝産物で病害虫を防除する資材。化学農薬と併



106 
 
 

用したＩＰＭや耐性対策に有効。 

ＩＰＭ（Integrated 

Pest Management：総合

的病害虫管理） 

複数手段を組み合わせ、環境負荷と防除効果を両立させる

考え方。 

ＢＴ（Bacillus 

thuringiensis） 

Ｃｒｙ／Ｖｉｐ等の殺虫性タンパク質を産生する土壌細菌

で、害虫防除用途に広く利用される。 

Ｃｒｙ／Ｖｉｐタンパ

ク質 

ＢＴ由来の殺虫性タンパク質群で、標的害虫の消化管等に

作用して防除効果を示す。 

ＲＮＡｉ（RNA 

interference：ＲＮＡ

干渉） 

二本鎖ＲＮＡ等で標的生物の遺伝子発現を抑制する技術

で、選択性が高い次世代防除の選択肢となる。 

バイオスティミュラン

ト（ＢＳ） 

栄養供給そのものではなく、栄養利用効率・非生物ストレ

ス耐性等を高めて生育や収量安定化を支援する資材群。 

人工土壌 土壌の物理性・化学性・微生物相等を設計した培地／基盤

資材（培土等）。作物生産の安定化・機能付与を狙う。 

温室効果ガス（ＧＨ

Ｇ） 

ＣＯ₂・ＣＨ₄・Ｎ₂Ｏ等の地球温暖化要因。農業では肥料起

因排出や発酵由来排出の管理が重要。 

ＦＰＲ（Fertilising 

Products Regulation：

EU 肥料製品規則） 

肥料・改良資材の共通規格、表示、適合評価を定め、資材

の市場流通と信頼性を支える制度。 

メタゲノム解析 環境中微生物群集の総遺伝子を網羅解析する手法で、難培

養微生物の機能探索やテロワール解析に有用。 

合成生物学（Synthetic 

biology） 

生物機能を設計・再構成する学問・技術で、微生物の代謝

改良や発酵高効率化に直結する。 

ゲノム編集（CRISPR-

Cas 等） 

狙ったＤＮＡ配列を改変する技術で、微生物育種や形質改

良に用いられる。 

精密発酵（Precision 

fermentation） 

設計した微生物で目的成分（タンパク質等）を高効率生産

する技術で、食品・飼料等へ展開される。 

バイオマス発酵 糖質系等のバイオマス原料を微生物で発酵し、有用成分・

素材を生産する技術。 

単細胞タンパク質（Ｓ

ＣＰ） 

微生物や藻類由来の高タンパク質原料。栄養・安全性・Ｌ

ＣＡが重視される。 

代替タンパク質 畜産由来に代わる新規タンパク質源の総称で、ＳＣＰ・微
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細藻類・精密発酵等が供給多様化に寄与する。 

固形発酵 水分の少ない固形基質上で行う発酵（麹等）。伝統発酵から

工業利用まで幅広く用いられる。 

ガス発酵 ＣＯ/ＣＯ₂/Ｈ₂等を基質に微生物で有用物質を生産する発

酵で、カーボンリサイクルと資源循環に資する。 

Ｃ１資源 メタン、ＣＯ、ＣＯ₂、メタノール等の一炭素化合物で、ガ

ス発酵やＳＣＰ生産の原料として資源循環・低炭素化に貢

献する。 

ＦＣＲ（Feed 

Conversion Ratio：飼

料要求率） 

増体・生産量に対する飼料投入量の指標で、低いほど飼料

効率が高い。 

ＭＧＢＡ（Microbiota–

Gut–Brain Axis：腸脳

相関） 

腸内細菌叢が神経系・行動・ストレス応答に影響する相互

作用で、家畜福祉や健康設計の基盤。 

ＡＭＲ（Antimicrobial 

Resistance：薬剤耐

性） 

抗菌薬等に対して微生物が耐性を獲得する現象で、畜産・

養殖の衛生管理と国際的課題の一つ。 

薬剤耐性菌 抗菌薬に耐性を獲得した微生物で、畜産・養殖における

AMR 対策と衛生管理の重要課題。 

バイオティクス（プロ

／プレ／ポスト） 

腸内環境に作用し健康効果を狙う概念群。プロ＝有益菌、

プレ＝有益菌の餌、ポスト＝代謝産物等の機能性成分。 

ＲＡＳ（Recirculating 

Aquaculture System：

再循環式養殖） 

水を浄化・再循環して高密度飼育を可能にする養殖設備

で、水質制御・微生物管理・エネルギー効率が競争力を左

右する。 

ＢＦＴ（Biofloc 

Technology：バイオフ

ロック技術） 

水中微生物群のフロック化を活用して水質浄化と栄養循環

を高め、高密度養殖の生産性・安定性を改善する。 

硝化・脱窒 硝化＝アンモニア態窒素を硝酸態へ酸化、脱窒＝硝酸態を

窒素ガスへ還元。水質改善やＲＡＳの窒素管理に不可欠。 

微細藻類 高タンパク質・脂質・機能性成分を産生する藻で、餌料・

健康素材・色素等として利用される。 

アスタキサンチン 強い抗酸化作用を持つ赤色カロテノイドで、飼料添加や機

能性素材として健康性・色調を改善する。 
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微生物テロワール 地域固有の微生物相が風味・品質へ与える影響を捉え、発

酵食品のブランド化や再現性設計に活用する概念。 

スターター（スタータ

ーカルチャー） 

発酵を安定に立ち上げるための選抜微生物（単独または混

合）で、風味再現性・安全性・工程適合性が重要。 

多層オミクス（マルチ

オミクス） 

ゲノム・転写・タンパク質・代謝等を統合解析し、作用機

序の解明や工程最適化に役立てる。 

微生物コンソーシアム

（複合微生物群集） 

２つ以上の異なる種が一緒に働き、単独で機能するよりも

高いレベルで機能するグループのこと。 

シャーシ（Chassis：細

胞工場の基盤宿主） 

目的生産に用いる標準化された宿主微生物（基盤株）で、

精密発酵の再現性・生産性を左右する。 

ＤＢＴＬサイクル

（Design–Build–Test–

Learn） 

設計・構築・試験・学習を反復する開発プロセスで、合成

生物学や発酵最適化の速度と再現性を高める。 

ＣＤＭＯ（受託開発・

受託製造） 

発酵・培養・下流工程（分離・精製等）の受託開発・受託

製造を担い、設備・ノウハウで事業化を支援する。 

スケールアップ 研究室レベルの培養・発酵を工業規模へ拡大する工程で、

制御安定性・コスト・品質一貫性の確保が要点。 

品質・安全管理（ＨＡ

ＣＣＰ／ＧＭＰ／ＳＯ

Ｐ） 

ＨＡＣＣＰ＝危害要因分析と重要管理点、ＧＭＰ＝適正製

造規範、ＳＯＰ＝標準作業手順。製造の安全性・再現性を

担保する枠組み。 

ＭＲＶ（Measurement, 

Reporting and 

Verification） 

排出削減等の成果をクレジット化する際に必要な、測定・

報告・第三者検証の枠組み。 

ＣＣＳ（Carbon 

Capture and Storage） 

ＣＯ₂を回収して地中等に貯留する技術で、排出削減策の一

つとして議論される。 

Solar Foods

（Solein®） 

ＣＯ₂と電力等を起点に微生物タンパク質を生産するモデル

（企業：Solar Foods／製品：Solein®）。土地・水資源依存

の小さい供給を狙う。 

 


